




a 本の農薬と綾政は．いま鵠タ角K ある‘ c. II\ われている．私は以下の論
編で‘日本農業の麹 D角の尚起草との関連に沿いて．富山県の農業構造とその
問題点とを検討したいと思う。幸いに．高山県農林部になりて‘『高山県農
業の現状と聞編点』という展攻調査報告 1 が昭和 3 4 年 1 2 月 κ 出版され it 0 





農業‘農政の薗 b 角 κ ついては‘殺多‘論ぜられているが、その問題点を
列記すればほほ次のどとぐなるう。
農業‘農政の幽 D 角 k は‘（1.）‘農業所得の非農家 K 比しての相対的な低下‘
(2) I 昭和 2 9 年以降．国家予算の総額 VL: 占める農株関係予算の割合の低下‘










完成十る介めの革委地法と食管法 L ＼！＇） 今‘二‘つの募本的変支柱自体も再検討さ







fi 大巾に増大し‘生産力の上昇がみられた。とのことがも 2 9 年までは全 i通
の米の収量が 6 0 0 G 万石台だっ fr ものが. 3 0 年以降は平均年収 8 0 0 0 
万石台に増産される‘と凶うととにあらわれている。しかし ι ぞれは‘あく




戸当 D の平均軽井地面積は．昭和 1 3 年の 1. 0 9 町から‘ 3. 0 年では 0. 8 6 町








格の引上げと 7.i: b ‘ぞれが一面‘食管会計の赤字 c 7.i: り‘他面‘増産の結果


















機後‘と ＜~昭和2 5 年以臥日本資本主義の再越とともに‘及業の生虚水準も次第に
上外してきた。もちるん．ぞれも．鉱工業の生産水準の上昇K比ほすれば．相対的調底位 vc
あ仇 ii＞つ荷者格差はますます大き〈なってきている点は．第＇ 1 表のどと〈で
第 1 表
産業生産 就業者 1 人 農業1人当D 所得
年 次 当 b 生産 都市勤労者 1
鉱工業 綾業 鉱工業 岸警 業 人当 b所得
昭和 2 7 10 0.0 100.0 1 0 .0 10 0.0 83.4 
2 8 1 22.8 86.7 11 9. 1 82.9 -7 1.4 
2 9 1 32.1 9 5.3 125.1 9 3.5 69.8 
1 1 5.2 1 34.0 109.9 7 3.6 




と〈． 2 7 年を基
準として‘ 3 1 年
では鉱工業では‘
生産水準は 1 73.4 
4品であるの？と対し
て疲業では？ 口弘 s ~vてすぎ老い。 しかし． ととでは‘ 農業部門陀問題を
限定し£ う。 2 5 年以降の農業生産水準のーと昇をややぐわし〈みれば‘ 第
2 表のどと〈である。













flB手口 25 26 27 28 
94.7 9 7.5 1 0 7.8 9 3.4 
101.2 94.7 104.1 86.2 
9 7.4 
9 0.3 1 0 5.3 1 0 4.5 92.6 
9 4.7 82.3 12 3.0 9 6.9 
86.8 101. 2 1 1 2.0 1 0 .7
84.4 1 1 3.1 102.5 9 3.0 
29 3 0 3 1 32 
1 02.9 1 24.5 1 1 7. 4 122.1 
9 5.5 1 24.5 109. 8 11 5.4 
115.8 ! 109.5 1 04.8 98.2 
95.2 11 0.9 1 09.6 1 1 6.4 
121.1 1 22.0 168.0 181.7 
117.6 1 30.2 
11z3 15 5.1 13 0.9 106.2 
i 牛
7 3.8 9 6.0 1 3 0.2 1γ8 1 5 1.6 1 9 1.2 2 0 9. 9 
乱 79.0 94.4 126.7~1540 2013 21ZO 2505 Zヲ 5.9
ヲiι1.8J工？主6 129.6 139.0 171.31185.0 183.5 202.5 
均一一日 目同一一一ー 一一 一一一F 一 一ー一一ーし一一干·－一上町一一－ l .ーマ ーー
『第 3 4 次産量林省統計表 J よ D‘ 2 5 ~ 2 7 年コ’1 G 0 
2 5 ~ 2 7 年を基準として‘ 3 2 年に は純農業生涯・ 4語教は 1 2 2. 1 で約
2 Q ~もの増大がみられ． MS A 協定のえいきょ うを受けてた麦類を除｛何？を．
すべての農産物． と〈に果実‘ 畜産は顕著 ~f.申びを示している。 この点を
米の生態についてみれば． 第 5 表のどと〈である。 2 8 ‘ 2 9 年の冷害‘





一方で反当収量の増大．I.暗年禾－~ι次； i ＇長：~4ぷ0 ：：什刊詞cl 。反収 反当労 1瞬間 指数働時間 当収量2.39 石 2 04.5 1.1 7 斗 100.0 
2.2 9 202.2 1.1 3 96.6 
.2.38 19文 5 1.21 1 03.4 
.28 8 6.2 206 1 90.8 1.0 8 923 して主子り‘ とぐに 3 0 年以降
29 95.5 215 1 85.8 1. 1 6 99.1 
30 191.8 1.44 123.1 は‘ 約 2 0 ~以上の増大を示
31 1 09.8 260 1 833 1. 4 2 1 2.4 し‘ わが国稽作生産に公いて
32 1 1 5.4 2. る5 1 7 ス 5 1.49 127.4 
『米生産食調査成績J 各年次よ D算出 一つの画期をかたちづ〈って
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表 K みられる ζ と〈昭和 2 7 年ととうを墳として‘それ以後、込物‘動吻への
農家の設備投資 昭 25= 10 0 
156 





投資の j中びβ；；-cぶ D ‘投資の重
点が農機具にうつ D ‘ぞれがj 娼 26.! ?つL吋J内L
142 3 0 年の豊作以降‘なないつ
そう顕著になっている点であ
1 4 3 る。主要動力綾機具の普及状
況は第 5 表のとと〈である。
第 5 表 主要動力農機具の普及
動力税穀機動力噴霧機 一区 分 電動機 石t自発動機 動力耕転機
昭和 1 0 年 1.0 1. 0 1.0 1.0 1.0 
オ旨 2 2 6.1 2.4 4.8 1 1.5 36.4 I 
2 6 1 3.2 4.0 1 0.6 3 0.8 8Z3 
3 0 20.3 1 1.8 22.2 1 2 0.0 39 0.0 
数 3 1 21.7 15.3 24.1 (1 8 玖3) 670.0 
3 3 21.9 16.6 24.9 204.5 1,0 7 6.4 
『 3 1 年農機具普及統計表』『 3 3 年農用機械普及統計表』よ D
3 .，年の（ ）内は動力撤扮機；；｛：ふ〈む p
主要動力農機具については‘原動機‘動力税毅機のように戦前から普及し
ていたものは‘ほほ飽和．停滞状態にあるのに対し．動力噴察機は昭和 1 0 
年の約 2 0 0 倦‘動力耕転機は約 1 0 0 傍陀達し乱とぐに緋転機は 3 0 年
K 比してでも 3 3 年では約 5 倍に伸びている。戦後‘と ＜ vr 3 o 年以後の
このよう念動力商除．耕転機の急速 1.t 普及は．農業機械’吃の最大の特徴を
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化の進展K 沿いても‘をた米｛乍生産力の水準にかいても i 最近の東北は函
南を凌駕しつつあるという点である。 （井上‘同上）その点は井上氏のあ
げる、第己表K沿いでよく示されている。みられるように 3 3 年での 1 0 0 0 
戸当 D 耕伝機の台数では山形‘新潟‘選山が岡山‘香 J1 h 福岡を抜いて W
ツペヨ 。
第己表 主要都県の機械化段階と米作生産刀
j 動力耕転機台数 I 米反収（ 4 ～ 5 年平埠）情I 2 ト I 3 o~ i 
i一一一ァ一一－－，一一寸一一一十一一----r-－－…γ－·－－ 1··---.--·--i 31年 I 3 2年 lj 陥 l I i日記昭和 I_ l l ！の農区 i労働生 jI I. I 110 oo戸18 ～！ 1 3～ 12 ト. I s～仁 i二 iJ ~ 7年13 1年 33年尚主散： 1坪1ｷ 1吋 2！外＿31~［~ヲJ~l? I ~ ~ I ：~11~1 ~1~~11 ；：~~~I ~＼［1 ~1~r，~~~~~~：：.：i 
場玉 I 141 l 6.229112.063 i 72.5 I t933 I t 38 J 2.1691 2.00立；I i t ~~Iι~ I I _ I _ i 二 j}2.on!} 1.4 7 
東京 i 211 I 2.271 l 5.269 I 95.6 I 1.963 I 1.810 I 2β45 I 1.t>町ー
新潟！ 386J10.501 ! 18.2461 品 sI 2.0ヲ8I 2.247 I 2.388 I 2.4 
議山 j 106 ! 5D27 [ Z 2印｜奴 712.1491 2.101 [ 2D 
石川I I 103 I 3.9111 5.6字。｜語.612.2501 22101 2.1611 2.312 
岡山 I 2.24s 112.あ8! 1 三5631 沼51 2.196 j 2.0321 22121 2邸 内2.153n 1.2sj 
香川I I T 初 I 3.1961 3.田21 41. 11 2.4叫 2.11s j 2.1961 2.4381}2.onj} 1.3 針
福岡 I t376 I 9.129 I 10.600 I 63.6 l 2.267 l 2.1011 2233 ! 2.3os 1 I I ! I -ｷ1 ~－－－－ 1 --1 I t _ I _112.1491干 1.2 列
佐賀 I 51 I 5.386 I z Mil 95.8 I 2601 I 2.3甜 I 2.2Y1 I 2.6'14 1 I i 
井上氏‘前掲論文中の数字‘ 『日本産業年報 J IX 7 3 ~ 7 4 頁
米作 V亡沿いては‘ 2 8 ～罪 1 年の農区の平場では‘青森、秋田‘山形の東
北‘新潟‘主主山 3 石川の北陸がh 岡山‘香川主福崎‘佐賀の西南地区を上
ーらー
















昭和 2 5 年～ 2 7 年を基準として‘設業全体でも富山県は‘ 3 0 年 1 3 う2
%で‘全国水準の 1 2 4. 5 ~るを上回 D ‘ 3 2 年では 1 2 3. 9φ で全通とほ
ぼ同一水準を示している。とれを品目別κ みれば‘米は 3 0 年一 1 3 6. 4 
%、 3 1 年一 1 1 6. 2 if,, ‘ 3 2 年一 1 2 6. 1φ と大体全国の指数を上回っ
ている。
米以外の耕穏は減少して必 D ‘と（ ~て奏類は著しい減少を示しているの
は． ζ れも全国と同一傾向で為るが‘プをだ安類の減少は全国よりも特に顕
著である。議棄については、全国平均と対比するとき‘ 2 4 ~ 2 6 年の 3
年平均を 1 0 0 とすれば‘全国平均では‘ 3 3 年では‘作付面積 1 1 8 "I> ‘ 
実 i民高 1 2 2 7もと伸びているのに‘富山県では I 2 5 年を 1 0 0 とすれば
- 7 ~ 
作付面積では 3 1 年－ 8 9 ~‘ 3 2 年一 8 0 %‘ 3 3 年一 7 8 %，実収 Eきも
3 3 年一 7 4 %と次第に減少しつつある。 f 富山県農業の現状と問題点』
( p 1 0 1 ~ P 1 0 3 ) 
果樹については‘全国平均の推移は‘ 2 5 年に対して 3 2 年は‘栽培面
積 212'fo ‘実収量 1 8 6.φ であるのに対して‘富山県は、 l司じ ＜ 2 5 年
K 対して‘栽培面積 1 9 9 ヲL 実収高 1 8 8 o/o とほぼ全国と向僚の高い増
加率を示している。 （向上 P ｷr 1 7 ) 
家沓については‘全i嘉平均との対比では‘ 2 7 年を基準とすれば‘全函
は 1 0 8 ヲらであるのに対して‘高山＆：！. 8 2φ であ D ‘全国に対して著し〈
劣っている。またとれを‘農家 1 0 0 戸当 D 家畜単位の所有でみれば‘会
直 8 2.8(i( 対して喜山は 3 0.5 で‘これまた‘半分以下の低率である。（P1 25) 





し益 ;f.k h その 1頃向はいっそう強まっているといえる。それを端的に示す
のは次の 7 表である。
第 7 表 綾業粗生産額
「町一叫一一一寸一一E玄一玉一雇：：プ戸7亙函E年度 i
! ! i 粗生産額！構成比 l 構成比｜粗生彦額 i 構成比
;! 米t -T , 9.~－ r~t-'jl 7 主 5 判 50.1 判免~？サI 7 z 4φ 
I i 楚類 I 6 4 I o.3 I z 9 I 2 a s l 1.ι 
i I ~楼較 I 1 s I 0.1 I oβI , 9 I 0.2 

























4.9 3 26 2,6 
6.9 4 71 3.8 
s.4 I 干 72 0.6 
4.9 45 0.4 
1 0.0 
0.7 230 1.θ 
84.8 11, 2 2 0 ？巴2_ J 
沓 産 2.01 2 7. 9 1 2.2 
養 蚕 3 1 0.1 3.0 
農 産 加 ヱ 1.194 4.7 （除外〉
農産加工耕種原学専 ζ：：，. 320 L::与 1.3 












第 7 表の ζ と〈‘ 3 2 年度では全圏平均で‘米の粗生還績に占める割合は‘
5 0. 1 ~であるのに対して‘選山では‘ 2 5 年度一 7 7. 4 ~も. 3 3 年度－
7 7. 5 鳴で‘全面よ D も‘ 2 5φ も上回る圧包j 的念比率である。ぞれのみ
でなく‘全函平均では‘第二位の畜産が 1 2‘ 2φ‘ついで‘安調 7. 9 c/o ‘ 
野菜 6. 9φ ‘いも類、果樹‘それぞれ 4. 9φ．工芸作初‘採穏作物、 5. 4 
~を占めてみ、 D ‘これら 6 種目をあわせると 4 2 'fo となる。これを蒸山県
にみれば‘ 3 3 年度で‘第二位の畜産でス？ヲらにすぎず s 産量産加工品で‘
4. 7 'fo ‘野菜で 4. 5 坊で．これらを米の比率と対比するとき‘かえって米
の圧倒的な 7 7. 5 勃企いう比率のみが自につ〈。そのことはまた． 3 2 年
度』てな H て‘富山県の田畑面積‘ 88.353 町歩のうち‘図面積；0.S.RCJ.565





業が複合を上回っているが‘その上回 D 方は‘ 71< 国単作地手舎の東北．と〈
陀北陸がはるかに‘近幾‘奇襲戸内に比して大きい。安売‘東j七‘北陸では
上層ほど‘単一の割合が高〈‘ c ぐに．北陸は 1 町以上の上層農家（rj, ，そ
の階層の上層 Vて比例して米作一本 l'L 頼る度合の強いととが如実に示されて
いる。
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単一高品 生複合産商農業品 単一溜品 複生合産商設業品生産農業 生産農業
近 畿
t電 14.2 2.3 5 反未満 6.4 1.1 
汀 6 5.4 1 0.0 0. 5 ～ 1 句 5 2.2 1 0.3 
’ IT 7 6.9 9.6 1 ~ 1. 5 町 7 5.7 16.6 
司‘ 7 3.3 9.3 1. 5 ～ 2 町 82.5 1 3.4 
J: 4 3.6 1 3.9 2 町以上 74.5 1 9.4 
一一 トー一一一－ートーー一一ド町市一山「 曲一一一一一『 一回日一一一一‘繍戸内
1亀 1. 9 0.1 5 反未満 5.2 0.8 
q‘ 2、－ 8，「' 3.7 0. 5 ～ 1 町 42.7 1 1.3 
可 s 5.u 5.9 1 ~ 1. 5 町． 6 3.0 1 6.5 
9 3.5 
L _ ~9一！
1. 5 ～ 2 町 64.0 18.3. 




I ~－ ~ti]~t 2 句 i; J. I ぃ一一一一一二」一






階 f習思lj ‘ 7.K 稲の級者量と商品化率
販売量 i 商品化率




5 反未満｝ 2.00 I t75 
0.5 ～ 1 町 t 9.71 i 6.75 
T~ 1. 5 町 I ｷ 21.2 3 I 1 4.1 9 




75.4 65.1 層残雪~(IL 比して販売量
は多〈‘また商品化率
平
2 町以上 I 4 6.1 5 I 3 5.6o 






F 投足吻の商品化Vて関する調査報告j （昭 3 0 ）による
る。
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を fr 1言山県が、い ii> Uて米作中心の F事業経営でちるがは‘さきに？あげたる
緋地面積中 tて占める水田率が全 i翠ーという ζ とに端的に tちらわれているが L
その点を他の府県と比駁すれば‘第 1 0 表のどと〈である。
第 1 0 表 耕地の状況 ci8和 3 1 年 8 月 1 臼現在
計 回 …掴下ヰ1ゴ「7司「－~~育 森 158.20 1 町 お 3.02 9 町
岩 手 1 61.396 7 8.1 2 0 8 3.27 凸 1 D 0 4 8.5 
宮 概 1 7 1.4 5 7 1 1 6.0 ち？ 5 5.3 世宗 1 0 0 ら 7. も
棋 国 148.639 1118.486 3 0.1 5 3 100 7 9.8 
山 7杉 1 4 5.162 1 0 6.4 9 5 I 3 8.6 6 7 ・ 1 00 7 3.4 
福 島 2 1 0β03 1 1 2.7 9 8 9 8.0 0 5 1 0 0 5 5.5 
新 潟 2 6 5.6 5 1 2 05.2 28 5 1.4 2 3 1 0 0 80 
言 山 87.851 8 0.59 5 z 25 6 100 9 1.9 
石 J 1 7 1.5 0 3 5 6.72 5 14.77 8 10 0 7 9.4 
福 弁 61.152 5 3.16 8 Z984 1 0 0 87 
長 野 1 85.5 1 6 86.105 9 9.4 1 1 1 00 4 6.5 
岡 山 1 28.1 8 5 ヲ 4.089 3 4.0 9 6 1 00 7 3.5 
広 島 112,883 7 8.9 4 3 3 .94 0 1 0 0 7 0 
香 J I 5 5.7 65 41.720 14.04 5 1 00 75 
福 岡 130.881 105.851 2 5.0 3 0 100 81 
佐 賀 7 6.31 9 s a.2 a , I , a.a 3s 100 7 6.5 
特林省‘『農家経済調査報告』昭和 3 2 年よ b
とれによれば富山が‘他のどの県をも大き〈按〈‘ 高率の 7K 回率をもって
いる ζ とがわかる。全国的に回の比率の高いのは秋田．新潟‘石 J 11 ‘福井‘
福岡であるが． 高山 11. ‘それらの各県よ D も（プメJ /, K ‘その比三併が高くる
- 11 -
実 Vてヲ 1. 9 ~l'C 及んでいる。次 Uて‘農業粗 i民主主 Fて占める水稲の割合では‘
嘉山は第 1 1 表のどと〈福井‘秋田．についで全国で第三位であり‘その
割合は‘ 8 2 "lo である。 c『農家経済調査報告』 3 3 年度による〉
第 1 1 表



















1 2 6 l 1 8 4,7 9 
122 I 21 え 30 5 
1 1 4 ! 3 0 5,8 3 5 
116 I 272,484 
165 I 178,269 
2 1 o I 2 6 o.7 21 
京 2 I 284.597 
お 1 ! 2 2 5.19 8 
る 9 ! 2 3 5.7 6 2 
2 2 o I 1 2 9. 8 2 2 
162 I 137.551 
165 I 116,571 
88 f 13 号544
158 t 176,443 
7 6 I 2 2 6,6ι 。
農業組収益 I 組収益陀占め
合 計 i るホ捕の割合
414,972 円 i 5 8.5 '1o 
295,635 I 62.5 
307.657 I 71.3 
36虫お 5 7 l 82.6 
3 6 9. 8 o o I 7 3.8 
3 2 o, 9 3 7 I 5 5.6 
342725 I 76 
2 84,02 9 I 86.5 

























『王寺家経済調査報舎』昭和 3 3 年度
i 1守、綾業現金収入合計 vc: 占める 7K稲の割合では‘高山はち秋田のお 8. 4 
4らについで 8 4 '1o で‘会圏第二位である。以上のこ亀三の資料をもってし
1 と
ても 4 ドかに寓はlめ農家 V亡診いて、 米作が重要念． をさに致命的在位置を
占めているかが‘ わかる。その ζ とから‘ 富山県の戦後の農業と農政は‘
米作を中心として‘ その反収の増加を‘目標として推進されてきプそものと
いえる。 しかも‘ ぞれは‘ 喰後臼本の農業‘ 農政からすれば‘ それにマツ
チした賢明念方向であったとも加える。 農地改革によって‘ 寄生地主制か
ら解放され‘ その上忌 農地改革の成果としての自作農の創設‘ 維持を目指




第 1 2 表 昭和 3 1 年
一労働臼当 D
所 得
米 7 9 5 円
ヨ提 1 6 5 
大 芳差 2 0 9 
ま ゆ 2 4 3 
様 安 1 0 7 
臼本経済新聞所載「 till v 角にき
た臼本農業」ょ D
食管制度 vc: よって‘ 同じく支持価格の
下にあ D 左がらも‘ 米作がいか K 有利で
あるかは‘ 第 1 2 表に珍いて明瞭である。
安売 3 2 年度になける一日当 D の労働報
酬では牛乳が． 2 1 2 円であ b ‘ ζ れま
た米作よ D も‘ はるかに不利である。
日本経済新聞‘ 3 5. 2. 1 5 小倉武一「貿
易自由化と農業J ) とのよう左価格状況
では‘ 農家の関心 f)'i ‘ 米作とその増 i択に
そそがれるのは当然である。
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2. 喜善業 経営 の 推移
の ポの増産． 労働生産性の推移
高山の水稲反収の戦後の推移は‘ 次の第 1 3 表のとと〈である。 第 1 3 
第 1 5 表 水稲反収の比較
トー豆 山諸数 全国指数一一－－－－－！. 反 収
: ! 在コ
；昭 3 a I 2.11 4 つ二；事！ 1 22.3事｜
! 3 1 I 2,3 0 4 11 32 1 o Z3 
1 3 2 I 2,4 9 3 1 22.5 1 12.3 
I 3 3 I 2,5 8 7 12Z1 11 6.8 
j仔想） 3 4 I 2,7 2 0 133.8 1 21.3 
(25～27 年平均反lfl7.二 1 DO ）神省緒言懐
吉宗 ｷ; 4 1亥 7jく 稲 IX 花王 ダ〉 推 移
本県反収よi 指 数
石 守ら
ニ 1 年 2,0 5 9 1 0 0 
6.＜侵 i 2,1 0 0 102.0 
IH＂ト
大正 2 年～
// 7 !JJ手～ 1 年 2,0 0 8 守 7. 6 
// 1 2 隼～ il 2 年 1, 9 96 守 7.0 
昭和 5 年～ 7 年 1,9 4 3 94.4 
// 9 主f·~ 2 年 2,1 4 7 1 0 4.3 
1 3 年～ 7 年 2,144 1 04.1 
// 1 8 年～ 2 年 1, 9 6 3 守 5.3
// 2 3 年～ 7 年 2,07 9 1 0 1.0 
五年 2,5 2 5 1 22.6 
戦前vゴ海山県統計 2. 戦後は投椋省資料
1 4 -
表によれば‘ 2 5 ~ 2 7 年
=1 0 0 を基準とすれば‘
富山の反収は 5 。年以後も
順調に 1申びて正子。、 かつ‘
全 i通指数を iJJな D上回フてい
る。 しかし‘ ζ れを‘ 戦前
からの長期的な反収の推移
でみれば‘ やや様相を異に
する点は第 1 4 表のごと〈
でちる。
（戦前比較）
全圏反収 オ旨 数 民~
石 守b ~ 
1,7 3 4 100 11 8.7 
1,84 3 106.3 1 1 3.9
1,9 2 7 1 1 1. 1 10 4.2 
1,87 8 1 08.2 106.2 
1, 9 11 110.2 101.7 
2,00 8 1 15.8 106.9 
2,0 4 3 11 z 8 1 05.0 
1,9 4 6 112. 2 100.9 
2.1 63 1 24.7 
2,4 59 1 4 1. 8 1 0 2.6 
戦前．戦後をとかしての推移では、明治 4 1 年～大正 1 1 年とるまでは、
富山県の反収は 2 石を上回 D ‘全国平均を大き〈抜いていた。しかし、そ
の巾は次第lモ縮まる傾向にあった。全国平均では‘戦前‘ヰ築後をつうじて
一貫して反収は増大の傾向にあるのに‘富山では大体‘停滞状ml (,Z: あった
といえる。戦後 2 3 ~ 2 7 年平均で大体‘戦前水準を回復し‘ぞれを決定
的によ回るのは‘ 3 0 年以降』てないてである。 3 0 年以降は上述のどと〈‘
反当 D の増収の速度も全面平均を上回って V• る。しかし、 3 0 年以 i年‘全
圏平均との対比ではたしかに反収K公いて上回 !J ＇かっモ コ度合も大きい
がーこれを米作地帯の東北地方などに比護すれば、そうはい：ない。その
点 Kついては、前掲の第 6 表に台いても示されているが‘次の第 1 5 表を
みよう。





2,6 2 2 
2,7 1 4 
2,77 6 
2J 27 
2,6 3 4 
3,3 8 1 
2,8 7 2 
2,7 7 8 
2,83 4 
2,7 3 6 







2,7 2 0 
三253
2,9 9 3 
2,4 8 0 
2,36 0 
2,8 0 0 
2,8 9 3 
2,4 7 3 
- i 5 -
守ら
9 6.6 











1 0 0 
1 02.8 
1 05. 6 
1 0 5.1 
1 25.7 
1 15. 7 
9 5.9 
9 1.2 
1 0 7. 2 
1 11. 8 
J凸??q
’ 
とれによれば‘ 3 0 年では長野‘山形‘脊森‘念 E 犬半の東北‘北信の諸
県は、反収で富山県を上回っている。しかし‘とれは‘ 3 0 年以後の富山
来の反収が低位にあるというよ D も‘むしる‘東北‘北信の他の諸燥の反
収の増加が相対的に大きいとみるべきであ D ‘東北‘北陸と‘西南を比車交






第 1 6. 誌をみれば‘唱和 2 6 ~ 3 3 年に会いて‘富山の農家 1 戸当 D の
操業樋収益は‘その総額にないてh 2 6 年を基準にして． 2 9 年一 1 3 1 ‘ 
3 1 t手－ 1 3 8 亀 3 3 年一 1 4 9 と j康調 vc 伸びている。それを各作物にみ
れば‘米の粗収入は‘ 2 6 !i芋との対比で 2 9 年一 1 3 3 ‘ 3 1 年一 1 4 0 
五五年一 1 6 4 と合 5・tD伸び以上斗申びを示してな b ‘ しかも．全組収益中に占
める米の比率は‘ 2 6 年一 7 4. 3 、 2 9 年一 7 5. 5 ‘ 3 1 年一 7 5. 8 ‘ 32 
年一 8 1 ‘ 3 3 年－ 8 2 で~ D ‘その比率が圧倒的vc 大きいのみならず‘




第 7ι 袋 書富山県綾業 T 声当 b 農業粗収益の推移
2 6 年 2. 9 年 3 1 年 3 2 年 33；以戸従i全府県3 2 生 4向 円 円 円
米 173351 23~9J 243307 282,025 284597 133 140 164 150t'¥97 I 
σ43) ぐ755) σSB) (810) (517) 
変 類 5(,34 2312 603 648 442 64 17 12 17.776 
雑 類 261 111 62 7る 61 43 24 24 719 
豆 類 4298 St¥21 4t>45 5264 3692 135 108 86 5p1 
甘 譜 3,286 3,100 21341 970 975 94 87 30 、 6,312 
騒鈴肇 1,692 1p25’ 話。。 i 1329 勾34 96 89 120 ! 2,167 
詩 菜 11,.?72 18816 16;551 •6624 17,147 160 145 151 23A25 
来 樹 121 573 15 291 323 473 12 267 11.259 
工芸作物 3A86 4216 51'¥34 3327 5“6 121 167 105 15,597 
その他作物 1.639 3222 1.187 1.973 
J侯
72 116 . 4,543 
専務わら加工 6;7'70 10釦7 11351 109E話 反.382 152 163 136 2β70 
作物収入 210~ 25 281ρ50 287,959 323313 324,223 134 137 154 241,042 
(902) てヲ2:1) (897) 〈守27) (93A) (826) 
←一一一一
養蚕収入 652 567 781 一 一 86 119 10.10[1 
(D2) (02) (02) 一 一 (3a) 
牛乳・は単乳 3,882 1535 3058 4;i4s 183 40 78 5 一
議・議卵 5β22 10,250 13231 9,596 13593 176 227 233 一
仔 畜 1244 1';77 5;577 904 8 159 450 1 一
育肉苦5 878 1.301 976 767 575 147 111 66 一
その他 178 532 322 2ヲ8 191 
2935 2840 96 一動物増殖 2793 1,691 2,185 61 78 
饗膏収λ計 14797 17.286 25349 19,150 17,199 117 172 116 34321 
(63~ (57) (Z9) (55) （ちの (11め
単一一ー一一一叶
農業雑収入 7]23 6,157 7,114 60“ 5iS71 80 92 74 6,348 
(33) (20) (22) (18) (1.6) 引I~五i合計 233A97 305j)62 321~：羽i 348!529 347.093 ぐ1000) (1000) (1 (1000) (1000) 
1. 農事事省農家経時調査による。 2. ( J はr.？戎比
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第 1 7 表 K よれほ．常山県の蔑業生産指数は‘ 2 9 年以来‘ R買調よ＜ fl申び
ている。
第 1 7 表 農業の生産性 ( 2 5 ~ 2 7 年＝ 1 0 0) 
業 製造工業
働 i 土地 i 全圏分 ! i 労働
i 生産性 H
数指数
·*-:I主~~： ::::I指： 0数8 1 9.0 
11 3.4 
8 6.9 I 85.9 I ヲ 0.9 l 9 3.31 1 35.5 10 0.0 1 35.5 
10 1. o I 1 4 5.71 9 5.3 1 52.8 
1 20.6 12 0.5 1 6 1.5 9Z2 166.0 
？ス 1 1 28.1 120.6 1 '! 6.9 1 1 3.6 195.5 105.0 1 86.0 




ただし. 3 0 年の 1 3 3 は豊年による数字である。しかもとの生産の伸び
佐藤、業就業人口の漸次の減少 Vてもか』わらず、みられたものであ D ‘その




格差の ＊＞ る点は見逃せない。す左わち‘農業にないては‘ ι2 5 ~ 2 7 年基準
で‘生産指数 1 2 3. 9 .労創生産性 1 3 3. 9 である CD (IC 対し‘製造工業で
は h 生産指数 2 1 2. 2，労 m 生産性 1 9 6 である。その ζ とは匙農工＇＇［ :;I;＇け
1 8 -
る 1 人当り所得の差 ξ して次のよう κ ちらわれている。第 1 8 3更によれば‘




27 I 12 6,0 0 0 4 7.4 00 3 7.6 552 4 0 2 7 2.6 
28 1140,000 43,400 3 1.0 62 0 3 1 4 5 0.5 
29 66,000 4 5.0 67 2 476 7 0.8 
30 154,300 宗5,0DO 55.0 682 621 9 1.0 
31 I 17 3,0 0 0 73,000 422 7 20 497 69.0 
132 ,, 1,5 00 I 叫300 46.2 75 0 667 89.0 
1 9 3,00 0 9 1. 0 0 0 4 7. 2 7 37 6 1 7 
晶 a一一一F 捗」‘－－一一一『－－－一一一『－－→』
ζ れを労働時間当 b 所得としてみれば‘農業は．製造業の 7 0 ~ 8 0 '1/o の
所得K 在るが‘しかし‘農業では年間をつうじて‘コンスタントに労働が









た原因は向か。また．それと‘農業経営費との i菊係 i':j: どうなって＇~るだろ
- 1 ヲー
うか。その点を検討してみ工ラ。をず第一陀あげるべきは‘県の農政で
ありもそれによる土地改良事業がある。 ζ れ K ついては‘ 1. 土地条件整
備としては‘①‘水利改良 ②‘区画整理 ③．農道の改良 ③‘交換分
合などがあ D ‘ 2. 土壌改良としては．①、土壌改良事業‘②‘土壌調査‘










第 1 ＇） 表は、富山県の農業経営の推移を 2 6 ~ 3 3 年にわたって示した
もので ~'.l b ‘あわせて全府泉の推移をも示している。これを見れば‘第一
陀富山県Vてないて‘ 2 6. 年を毒事準として、農業粗収益は着実に伸びてきて
いる。ただ 3 0 年の異常K 高いのは豊作によるわけである。つぎに‘農業
経営費をみれば‘とれも 2 6 年を基滋として大巾に伸びている。両者を比・
較して問題に左るのは‘粗収益の年々の伸びの比率よりも‘経営費のそれ





第 1 9 表 農業経営の推移
一一一一
2 6.年 2 9 年 3 0 年嘩 3 1 年 3 2 年 3 3 年
農業粗収益 233,497円 3 05,062何 3 5 2,7 2 51' 321,203'3 3 4 8,5 2伊 34 7,0 ヲ 3円
員量 (100) ぐ 1 3 1) (151) て 1 3 8) (149) ぐ 147)
家 度業経営費 50,188 7 号 145 81, 9 61 9 2,81 3 9 2,5 87 102,923 
一 (100) (15 尽〉 (163) ( 1 85) ぐ 1 84) ぐ 2 04) 戸！
さ重 法 業 所 得 1 83,30 9 2 2 5,917 270,764 2 2 8,39 0 255,942 244,170 
り (1 DO) ( 1 23) (148 ] ぐ 125) (1 40) c 133) 
農業組収益 21,8 2 2 2 8,77 9 3 3,9 1 6 3 0,5 9 0 3 5,20 5 3 5,060 
反 (100) ( 1 31) (1 55) (140) c 161) (160) 
及業粗収資 4,6 90 7, 46 6 7, 8 8 1 8,8 39 9,35 2 10,39 6 
当 ぐ 100) ( 159) c 168) (188) (2 00) ( 2 2) 
!J i 殺 業 所 得 17.132 2 1,31 3 2 6,0 3 5 21,7 5 1 25,853 2 4,6ι4 
(100) (124) ( 1 5 2) ぐ 1 27) ぞ 1 51 ) ぐ 144) 
所 得 主将 78.5'* 7 4.1 76.8 7 1.1 7 3.4 7 0.3 
(100) (94.) ( 98) (90) ぐ 93) ( 89) 
労働 1 日当タ農業所得 370円 476 621 4 ヲ 7 667, 617 
ぐ 100) (128) ぐ 16 8) (134) (180) ( 16 7) 
反当 D設業粗収益 2 3,7 3 4 3 1,4 0 7 35,8 2 1 3 4,.55 9 33,900 
全 ( 1 00) (132) ( 15 1) (145) c 143) 
Q 農業経営費 6, 11 4 10,56 6 10,9 0 5 1 , 8 7 1 11, 9 0 0 
府
(100) c 172) c 17 8) ( 19 4) c 195) 
県 Q 農業所得 17,620 20,841 24，ヲ 1 6 22.6 8 8 2 2,0 0 0 
( 1 00) (1 29) (141) ( 1 29) ( 1 25) 
一山一一~所 得 率 7 4.2 '* 66.4 69.6 6 5.7 64.8 
( 1 00) ( 89) ( 9 4) (88) ( 87) 
労働1時間当D農業所得 44 53 50 4 ヲ
( 116) (140) (132) (129) 
1 臼当 b ( 8.R!i年間弘上ヨ 388 46 6 440 432 
反当り設業粗収益 9 2 '* 91.5 945 88.5 104 
, 農業控営費 7 6.7 70.5 72.2 7 4.5 7 8.5 
s 農業所得 9Z 3 102 104.2 9 5.8 11z5 
所 得 率 106 11 2 1 10 108 103 
労働 1 白当 b 所得 122 1 33 11 3 154 
農株省• A是家経済調査tてよる。（ 〉は発展比をしめず。
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しかも‘ f 粗収益ー経営費〉である農業所得の‘絶対額についても‘ 3 2 
年までは‘大体‘前年度の所得を上回っているが‘ 3 2 年度にいたって‘
所得額自体も減少しているのは注意を要する。所得率は‘ 2 6 年一 7 8. 5 






遁でも‘毎年富山県の方が全府県よ D も 7 ～♂勃も高い。これは‘経営重量
の｛申び Vてないて、全府県よりも道山の方が大きいにかかわらず‘それを上
呂る平にかいて組収益の伸びが．富山の方が大きいからである。したがっ
て， 3 2 年までのととる、富山県は所得率では‘会府県よりも相当高加率
f:c• ニエ 1 -r ' < 工に.C ·＇わしJ 」＂＂宅;i 0 
乏な‘労協 1 臼当 D の農業所得につ Lハて両者を対よとすれば‘富山の 1申ぴ
は議事手まものがあるが‘全府泉では‘その伸び tl 謹少であ 1:J. かっ絶対額
では‘ 3 2 年におーいて‘富山は全府系の約 1. 5 倍の高率の所得である。 ζ
れは‘ ( 1:J 返して Eρ うどと〈、富山の組収益の R 0 ヲるは米作 Vとよるから‘
反収の増大‘すなわち所得の潟大となるのに対して‘全府県では‘米作で
は組収授の約 5 0 ヲらにすぎないから、 1 日当 D 所得は富山ほどは増大しに
〈いものと考えられる。
次泥沼営噌層 lとみ k 授業経営の成果をみよう。第 2 0 表は 2 6 ~ 3 2 年
の経営規模制淀み売農業経営の推移を示し売ものである。ち反朱潟の農家
では、それ以上の階層とぐに 1 町以上 j習に比して、反当の籾収益水準の低
さが同につぐが‘ 2 6 ~ 3 2 年の粗収益の推移は j煩調に伸びているといえ
る。しかし‘その均収益の伸びの率以上に‘経営費の｛申びの率は大き〈‘
その結果、所得ギは‘ 3 0 年髭 J乍を jjlj外として‘次第に依下してきてお‘ D‘年々の所
一」こ？ー
得率は、他の階層 tie 比して、概して‘その水準の低きが自につ〈。
第 2 0 表 経営規模別農業経営の推移
規経模営 一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一γ項 自 2 6.年 2 9 年 3 0 年 3 ＼年o円
反当農業組収益 20,223 円 26,2 83円 3 2,6 0 2円 2 9,7 
5 
.(/ 経営愛 4,69 る 7, 40 9 8,6 7 1 1 0,8 3 4 
反
2 所得 15,527 18,873 23,9 31 18,956 
未
所得率 7 6.8cfo 7 1.8φ 7 3.4ｰ/o らも，ら雪。
一 360 43 2 33 3 
反当農業税収益 20,499 27,626 3 0,77 1 29,671 
5 反 .(/ 経営費 4,866 8,87 2 7, 3 8 8 8,70 2 
l s 所得 1 5,63 3 1 8,754 2 3,3 8 3 2 0,96 9 
,. 
町 所 得 率 7 6.3φ ら 7. 守令 7 6.0φ 7D.1'1o 
1 日当農業所得 357 5 1 0 393 
反当農業組収益 2 1,3 3 1 29,7 5 1 3 5,3 6 1 33,132 
町 .(/ 経営費 4,57 6 7, 1 2 0 8,3 78 9, 9 1 5 
.(/ 所得 1 6,7 5 5 22,5 81 2 6,9 8 3 23,217 
所 得 率 7 8.3φ 7 7.4 ヲら 7 7,ι1o 7 3.0ｰ/o 
1 臼当綾業所得 一 489 600 535 
反当農業組収益 2 3,4 0 4 29,457 3 4,5 84 2 8,8 9 1 
.(/ 経営費 5,0 7 8 ム650 7,753 7, 80 1 
.(/ 所得 18,32 6 22,8 0 7 2 6,83 1 2 1,0 9 0 
2 
7 6,4φ ！ 町 所 得 E容 7 8.3~も 7 7. も守。 7 3.0 oft, 
1 臼当農業所得 j 一 5 89 7 1 8 56 8 トー
反当農業組収益 2 3,2 7 8 28,764 3 5,7 6 9 29,572 
2 
.(/ 経営費 3,92 8 6,9 3 7 7, 4 7 3 7,5 4 2 
町
.(/ 所得 1 免3 50 21,8 2 7 2 8,27 6 22ρ30 
以
所 得 卒 8 3.1 ｰ/o 75.9φ 7 9.1φ 7 4.5φ 
上





























しかも 5 反未満のとの階層に恥いて注意すべきは．との階層と（ vc: 3 反以
下は．いわゆる飯米農家であ b ‘組収益に比して‘現金収入の比重は小さ
ぐ、上層投家に比して米価保護政策K よる思恵の少老い点である。たとえ
ば‘昭和 3 2 年度の富山県にないて‘ 5 反満膚は＇ 7.k稲の組収益では56,53 5 
円で‘粗収益合計の 6 9. 5 ~を占めるが、その稲作の現金収入は 0 である．
また 5 ～ 5 反層では水稲の粗収益は‘組収益合計の 8 2. 7 ヲらであるが‘そ
の水稲の現金収入は‘水稲組収益の 2 8. 7φKすぎない。と ζ ゐが 2 町以
上層では水稲の現金収入は．水稲の粗収益の 85~VC: 及んでいる。〈富山
農林水産統計年報、昭和 3 2 年〉したがって‘ 5 反以下は組収益に現われ
ている数字以上に現金収入K公いては‘はるかに不利になっている点は注
意すべきである。
5 反～ 1 町層では‘傾向としては大体 5 反以下と同様であるが‘ 5 反以
下ほどに所得率の低下は大きぐ乏い。しかし 1 町以上！蓄と比較するとき‘





1 ~ 1. 5 町層では‘粗収益の水準はそれ以下の層よ D 毎年高〈‘また年
々順調~矯加を示しているが‘との階層でも‘経営費の増大の伸びは粗収
益のぞれを上回 D ‘所得率は次第に低下しつつあ λ 。しかし‘その低下の
割合は T 町以下の階層にぐらべれば．少い点は注意すべきである。 1. 5 ~ 
2 町層では‘ T ~ 1. 5 町層 vc: 比較して‘年々の粗収益の伸びは若干少いが‘
しかし‘経営費の矯大率も‘ほほ‘粗収益のそれ K 見合うものであ D ‘そ
の結果‘所得率も 7 8. 3 - 7 6.4 -ｷ 7 又 6 -ｷ 7 3. 0 -ｷ 7 ス 2 と大体同率を
保ち‘と h では‘所得率が‘ほほ安定しているととが特徴である。最上層
の 2 町以上層では‘組収益の伸びの単は大体 1. 5 ～ 2 町－層と同じであるが‘
同. 2 4 -ｷ 
？をだ経営費の f申びの E容が 1. 5 ～ 2 町・層より上回っているととから‘所得 E容
は‘ 83.1(28 年） -ｷ 1 s.9 -ｷ 9 9. 1 ( 3 a 年豊作〉ー 7 4. 5 -ｷ 7 2 "lo
と次第K低下している。とくに注意すべきは‘ 3 2 年以前では、 1. 5 ~ 2 
町層よ D も所得＊が高つ売のが‘ 3 2 年には逆転している点である。との
点は‘ 3 2 年のみのととなのか‘ぞれとも、傾向としてそうなるのか。た
とえばこれ合金府燥にみれば‘第 2 1 茨のどと〈‘ 3 2 年との対比では‘
2 9 年では 1. 5 町以上の所得率が最高であるが‘ 3 2 年では 1 ～ 1. 5 町層
が最高とな D ‘それよ b 上層にうつるに従って所得率はなちている。
第 2 1 表 農業所得／綾業組収益
全府県 東北 i 北陸
二五じ；－~~； 33年 3 1 年 33年
'110 守b
～ 3反 5 9.2 
}63.5 I 70.6 
5 ～ 5 反 63.0 
5 ~ 1 0 65.0 64.3 69.6 69.1 6 9.5 64.7 64.4 
1 0~ 15 6 7.0 6 5.7 7 0.4 67. 71.5 65.5 66.7 6 4.1 
1 5~ 20 68.0 65.2 68.5 7 2.7 6 8.4 63 68.5 62.5 
20~ 68.0 64.6 68.1 65.4 7 3.1 l 67. 7 65.4 58 620 
農林省‘農家経済調査報告よ D
また‘とれを東北‘北陸‘近畿．瀬戸内の四地区を対比すれば‘東北では‘
3 1 ' 3 3 年をつうじて‘最上層の 2 町以上層が‘ 1. 5 ～ 2 町層よ D も所
得率が低〈‘北陸でも 3 3 年では明瞭に 2 町以上層の方が低〈念っている。
近幾‘瀬戸内の場合も両年度をつうじて‘ 2 旬以上層の方が低〈なってい
る。しプをがって．富山県の場合も 3 1 年から 3 2 年にかけて‘ 2 町以上層
が低〈左つ売のは‘たんに一時的念ことかどうかは‘十分検討する必要が
ある。
第 2 a 表をつうじて金体的κいえるととは‘①‘各階層をつうじて、粗
ー. 2 5 -ｷ 
収益の伸びの率よ b も経営費の伸びの方が大で‘年々‘所得率は低下煩向
にあ b ‘とれが農業経営的最大の問題点である。②‘ 1 町以下‘と＜ l'L 5 
反以下は年々の粗収益水準は‘他の上層に比して低い上K‘経営費の増大
比率は上層よ b も大きいから‘所得率の低下の度合はよ b 大である。③‘
1. 5 ~ 2 !!lf 層は比較的安定してな b‘所得事の雨下は最小であ D ' 3 2 年
では‘それ以前と異って弘 2 町以上層よりも‘所得率が上回っている 0 ./I 
の経営費増大の内容
経営費増大の内容の准移を示すのは‘次の第 2 2 表である。
第 2 2 去 是主 業 経 営 究 む 縫 移
2 9 年 3 1 年 3 2 年1 3 3 年
円 円！ 円！
4, 19 円3 2,86 0 4,06 0 2,47 0 
種諸色苗木 1,0 2 0 2,3 5 0 2,21 0 1,5 4 6 1,6 7 4 
動物 3,66 0 4,3 80 4,80 0 2,9 4 0 2,7 7 5 
飼料 4,9 6 0 6,9 0 0 1 1,2 0 0 7,93 9 I 8,3 ヲ
ms i斗 4,10 0 2 1 , 0 0 2 4,0 0 0 27,019 27,829 
芸主 芸ミ ι00 え23 0 ゑ730 60 己 2! ヌ 1 2 0 
諸 材 h干..干' 645 2,180 2,89 0 3,9 881 4,3 2 
カロ 工 原 料 1,0 2 5 1,6 0 0 920 9 0 ｷ1 649 
党 熱 動 力 828 1,9 5 0 2,47 0 2,63 o I 3,184 
農 具 ス3 80 1 3 50 0 1 4,85 0 2 0,27 2 
産量 用 連 物 4,5 6 0 8,4 7 5 1 0,5 0 0 10,25 2 9,6 5 4 
賃借料‘料金 2,9 DO 3,630 ゑ900 5,4 8 4 s,33 a 
支払小作料 4 67 6 40 1, 0 00 1.21 6 1,40 2 
長支 用 被 ｧR 1,87 0 1,7 1 0 1,49 5 1,571 1,7 5 4 
寄生 支 出 888 203 320 57 
計 47,000 7 4,8 0 0 88,500 91,05 日： I日! 100βo3 
f 内減価償却費〉 9,0 6 0 18,80 0 21, 8 0 0 2 2.0 5 2 4, 2 0 0 
D労働 480i= 4 6 2E 457日 一一39 1111 
1. 農林省家経調査による。
2. ( 〉は物価修正による実質増加率
'"' :?. 6 ~－ 
ノゆ‘しかしも憎腐の上昇に応じて 1 日当 b 農業所得額は増大しでか九と




( 勾． さ当 !J ) 
一一一一i員事 成 比 増 方日 尋ヰ
2 6 年 3 1年 3 3 年 3 1 年／ 26 年 33/3 2 
一一
4.5 4.6 4.2 194~ （ 119) 1 7 0 "/O
2.2 2.5 1. 6 2 1 6 (1 71) 10 8 
7. 込 5.8 2.8 1 31 (1 41) 95 
1 0.5 1 27 8.3 22 6 ( 1 守 7) 1 0 品
3 0.0 2 ス 1 2 7.8 1 70 (17 4) 10 3 
1.3 4.2 9.1 6 20 ぐ 775) 150 
1.4 3.2 4.3 4 4 8 (442) i D ♂ 
2.2 1.0 0.6 ？っ ( 81) 7 ?.
1.8 2.8 3.1 298 (230) 1 21 
1 5.7 16.8 2 0.2 2 00 (15 5) 120 
9.7 1 1.8 9.6 280 (230) 94 
6. 1 4.4 5.3 135 て 107) 95 
1. 0 1.1 1.唱 224 1 1 5 
4.0 1.7 1.7 80 ぐ10 4) 11 2 
1.8 0.3 0.0 36 34 
1 00.0 100.0 1 00.0 188 11 0 
1 9.5 3 1.4 2 4.2 11 0 
守 S 105 
85 100 
106 108 
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農業経営費は＇ 2 6 年から 3 3 年までに 2 1 2 ~つま b ‘実 ti: 2 傍に増
大している。基準年次の 2 6 年 (IC 辛子ける‘構成比で上位 5 品目は‘肥料 C
5 0 ~）‘農機具（ 15.7f, ）‘飼料（ 1 0. 5φ 〉‘農用建物 C ゑ 7 ~ )‘ 
動物（ 7. 8φ 〉である。 ζ の 5 品目で 7 3. 9φであ D ‘大体・経営費の；
を占めている。 5 年後の 5 1 年に訟いては‘上位 5 品目は‘肥料（ 2 ス 1
ft ) ＇農機具（ 16.Sf,λ 飼料（ 1 2. 7 ~ ）‘農用建物（ 11.8~ ）‘
動物（ 5. 8 ~）でその臓位はかわってい老いが‘農機具‘飼料．波用嬉物
の比率は相対的K高い伸びを示しているが‘肥料は絶対量にないて‘依然
として第 1 位であるが．その比率が下 b ‘また動物の比率も低下している。
5 5 年度では‘上位 5 品目は‘肥料（ 2 ス 8 ~）‘農機具（ 2 0. 2 *) ‘ 
農用建物仁 9. 6φ 〉‘農薬（ 9. 1 f, ）‘鋼料 c 8. 3 tJb ）となっている。 33
年に沿いて注目すべきととは‘第 2 位の農機具の占める比考書が大き〈増大
している ζ とと‘康繋が構成比率tてないて 3 1 年の倍以上舵伸びて‘第 4
3 3 年
位 (IC 入 D ‘その増加率をみれば一一一ーでは 1 5 倍と驚異的念｛申びを示して
2 6 年
いるととである。動物の占める比率が 3 1 年の半分以下の 2. 8 "lo になって
な b ‘またそれとの関逮陀沿いて飼料も‘ 3 1 年に比して大巾に低下して
いる。 ζ のように．肥料は 2 5 年以来一貫して第 T 位を占めているとと‘
農機具は 2 8 年以来急速念伸びを示し．その比率も肥料の水準K迫ってい
るとと．また農薬は驚異的念｛申びを示している ζ とがきわだった特徴であ
る。念会．農業雇用労貨の比率は 2 6 年（ 4. 5 tJb )‘ 3 1 年（ 4. 6 tJb)‘ 
3 3 年 （ 4. 2 "lo ） であ b ‘その経営費に占める比率はそれほど高〈念い。
とれを‘ 3 3 年 (IC $＂－ける．各地区との比較をすれば‘東北（ 9.781Jb ）‘




次 K寓山県の初財投下量を会圏と対比すれば第 2 3 衰のどと〈である．
一 28 -
第 2 3 表
投 下
』
il: 料 飼 料 五主
富山 全国 富山 全国 富山
1951 100 100 100 1 0 0 1 00 100 1 00 
1 0剖：
1956 174 ,1 61 775 ~~3 155 1 4 
一dlJ…一線一山一回一量一具一件一一機下十一財一農 酌一一物一薬一回
投下物財指数は‘全国は「経済白書J
1 9 5 6 年‘富山は農株省農家経済調査
又当支出金額を物価指数で修正したもの。
ζ れは昭和 2 6 年を基準とした‘ 3 1 年の没下物財量の対比であるが‘線
合では全国の万が認山によ図っているが．米作K 関係にある肥料‘農薬‘
綾機具 K辛子いては‘富山の方が全曲水準を上回っているのは庄意を要する。
との ζ とが．前掲の富山が全曲 K比して、生産水準‘労働生産性が優位に
あるー原因であるう。
以下，米作の？をめの肥料．農薬‘尾空機具について検討しよう。
反当 Mel 料費の各県の対比は第 2 4 表のどと〈であり‘寓山は時事入肥料
費 K沿いて‘全国平均はもちそうん．他の東北‘北信のいずれの県よりも上
回っている。
第 2 4 表 反当肥料費の各県との対比
購入肥料 自給肥料 肥料費計 肥料費地域差
購 入 自 給 言十
円 円 円
富 山 2,51 5 1, 1 69 3,6 84 1 0 .0 1 0 .0 1 0 0.0 
金 国 2,0 35 1,21 0 ミ245 81.0 1 0 3.4 88.1 
福 井 2,263 1，普 21 3,48 4 9 0.1 1 04.3 9 4.6 
石 J I 2,2 1 4 785 2,9 99 83.1 67.0 81.5 
新 鴻 1,9 6 7 1,4 8 2 3,44 9 783 1 26.6 93.6 
長 野 2,43 0 1,283 3,7 1 3 9 7.1 1 09.ι 1 00.8 
山 形 2.2 05 1,85 6 4,06 1 87. 7 158.5 1 1 0.3 
秋 国 2, 181 2,259 4,44 0 日 6.7 1 863 120.5 J 
第 3 4 次議事事省秘書十表よ D C 昭和 3 2 年〉
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1 アト‘ 自給肥料を含め fr 合計に主計いては、寄山県争上回るのは‘わずかに
山形‘秋田のみで為る。しプトがって‘富山呆の肥料費は全国的 K 最上位に
あるわけである。





全面最高位にあ D ‘わずかκ ‘
石川が‘若干‘ 主主山に上回って
いる Kすぎ左い。ま it ＇ 石当タ生
生産費中に占むる防除費の推移
をみれば‘ 2 8 年 （ 2. 1 6 l/o)‘ 
3 0 年 c 2. 5 7φ 〉、 3 3 年（
5. 0 4 ~ゐ〉と大巾に増大してい
る。なな動力噴議織の導入状況
は 2 7 年 （ 3 2 7 台〉‘ 2 8 年
. 3 3 年
( 3 6 2 台入 3 0 年 （ 4 2 4 台入 3 3 年 （ 7 4 8 台〉と｛申ひ‘一一一一
2 7 年
では包 2 2 8φ である。をた動力数粉機では‘ 2 8 年（ 5 0 4 台〉‘ 3 3 
3 3 年年「 1 s 8 4 台 j で‘町一一一－では 3 1 4. 2φの i申びである。
2 8 年





-ｷ 3 c -
とれに亙れほ‘動力排転機の普及の発展は同党支しいものが：ちり＇ 2 6 年
K 比して‘ 2 0 倍‘ 2 8 年 K比して 7 倍‘ 3 0 年に比してでもろ倍の増加
である。 3 3 年の来の総投家数に対する割合では‘ 5 1. 2 '7o でちる。もち
ろん、耕転機所有の農家の割合はよ層の農家にないて高率であるから‘平
均値でいうのは危険であるが、乙の 3 1. 2 ~らという割合は全曲ーでちる。
動力説穀機‘動力もみすり機については‘ 2 6 年と対比して‘ 3 0 年では‘
それぞ才l 1 3 6 ‘ 1 4 0 であ D ‘ぞの増加；率は高くなく、 ζ れは一応の飽
和状緩にあると考えられる。との点は‘全面的K も‘ 2 8 年を境とし‘と




機では‘ 2 6 年金基準として 3 3 年では‘全国が 1 2. 3 倍 K 対して‘富山
は 2 0 傍であるから．その伸びは‘はるかに大きい。
第 2 7 表 主要動力農機具の普及
実
30 6 5 6,0 8 0 
川尻町尽）
1.03 3,6 7 3 
1.0 1. 0 





3.85 1.6 5 2. 2 8 
1.6 7 4.1 ヲ 2.35 
井上氏‘前掲論文よ b 。『日本農業年報 J DC 7 1 貰
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一一一一－－r動力耕転機！
7,6 80 I 
1 8,4 1 o I 
8 2.2 80 I 




z 6 9 I 
123 I
動力脱曙機では‘全国は‘ 2 6 年を基準にして‘ 2 t膏をのに対して‘富山
は 1. 3 6 倍であるから‘その伸びは劣る。また石油発動機では‘全国 4 倍
K 対いし‘ E富山は 5 傍で劣 D ‘電動機 tt 全国 1. 6 7 倍‘富山は 2. 4 5 倦で‘
これは tt Lil の｛申びの方が大きい。（第 2 7 表‘参照〉全体をつうじて‘全
国と j司様K‘脱穀‘電動‘石油発動機の伸びに対して‘動力耕転機では‘
急速左飛躍的左伸びを示しているが‘しかもこの効力緋転織の j申びは会副
水準をはるかに綾いている。 1 0 0 戸当 D では‘説穀機では大体‘全函と
i司水準であるが．動力耕議長機も電動機もともに約 3 倍の普及率である。
このような‘著し出動力農機具の導入の結来‘役婚は次第に減少しつつ
あ D ‘簿。保有では、 2 5 年に比して、 3 3 年は大体三分のーに減少して
1/'> 6 c 
また‘米生産；てな怜ては‘労働時閣の著しい節減がみられ． 2 5 年を基
準として. 71<稲反当 D の労働時聞は‘第 2 8 表のどと〈である。
第 2 8 表 71< 稲反当 b 労働時間‘資役時閥、動力使用時間
[----ｷ 2 5 年 I ; 6 年 l 2 同 I 3 a 年 3 1 年 3 2 年
｜易問i 伯0 1.8 62.0 2.6 師アロ耐 1. 8 l:f!. 1 2.0 69.1 
趨時麗i 労 i i女刀叩 5.5 715 日開ヲ 8.2 1田5 ス 6 98.8 虫 3 17. 4 
時 i1竺S君 i 1128 1DO 111.7 9吹.1 99.61 国.3 98.3 8Z2 91. 6 81.2 83.5 74.0 
I 家族時 84.6 100 90.3 1067 81.3 96.1 81.8 96.7 74.8 開.4 7ヲ.1 93.5 
明 r 計お8D 100 209.3 削 Tヲ08 …2.0 92 3 トーーベ175.8 84.5 173.5 83.6 
畜力役間時関司可 ？開 100 11.0 106.7 ι.o 58.2 5.6 54.4 6.2 伺.2 4.2 4J.8 
動 68 100 66 97.1 6.7 98.51ι9 101.5 Z6 111.8 R.7 127. 8 
書長株省認山婿計調査事務所資料
とれによれば‘ 2 5 年を基準として‘労働時間は次第に節減きれ‘ 3 2 年
では a 3. 6 であ D ‘と（ ~て‘男については‘ 7 4 で四分（！） 三に減少してい
る。安売労働時間の節減についていま一つ注意すべ者は‘男女の比較では
男の労幼時間の節減が‘女 V1: ぐらべて．はるかに大きいととである。との




また‘との第五 5 表にないて．労 l幼時聞の節減との関連K沿いて込動力
使用時倍1 が‘ 2 5 年を基準として 1 2. 7. 8 K 1申びている点と‘畜後時聞が
半分以下 K減少しているのは主目すべきことであ D ‘戦後の農業の労叫が
次第に様相を変えつつあるととを物語るものである。
とことうで‘石当生産費中 K大農機具費はいか在る比率を占めているか。
第 2 9 表にみられるとと〈‘ 2 8 年から 3 3 年かけて‘償却費で 5. 6 鳴か
ら 5. 7 唱もに‘修繕費で
0. 4 守らから 0. 7 ~島氏増
加し‘また金額でも l賞
却費で 1 3 2 守He ‘修
3 o I 2 3 6 c 4.3) I 1 9 '( 0.3) 2 5 5 ( 4.&) 繕費で 1 3 8 守もと‘ 大
3 1 2 7 6 ( 4.8) 2 5 ( 0.4) 3 0 0 (5. 2) l 巾に増大している。
3 2 3 1 5 ( .2) 3 3 (0.6 ) 3a a cs.a) I ζ のよう K農機具の
3 3 3 4 6 ( 5.7) 4 0 (0.7) 386 （ ゐ.4 ）、 目覚しい導入によって‘




力者年転機 vc j甘いては‘その適正耕地面演が大体 6 町歩といわれているのに‘
わが国では‘昭和 3 0 年で‘全国農家 1 戸当 D で 0. 8 6 町である。 ζ れは、
昭和 1 3 年の 1. 0 9 町よりも減少した水準である。宮山県をとってみても‘
農家 1 戸当り 1. 0 6 町 f 昭和 3 1 年〉である。しかも農家戸数に対する動






ととは‘全国最上位の反当 D 肥料の投入と‘全国平均の 2 倍 K もなよぶ全
国最上位の動力耕転機の導入（ 3 3 年〉‘ K もかかわらず‘反当収量 Kな
凶てはも東北‘北信地方の中では‘むしそう最下位の方にあると W う点 K‘
端的にあらわれている。 C 前掲第 2 0 表参照〉なるほど‘全国王子均との対
上じでは‘ 71< 桶反収の戦後の推移K沿いて上回っているし（前掲第 1 8 表参









し、それは‘よ！？ ＼；）っそうの経営費の増大をテコとしてのことであ D ‘そ
の結果さらにま売経営費の増大と左 fJ ＇生産力の増大が h 狭小左耕作規模
の壁にぶつかるという矛盾の激化となゐう。しかし‘現在の米の食管制が
維持されている限 D 、たとい経営費増大による所得率は低下しても‘農業
所得の絶対量の減少に左らぬ眼 b l宮、有利である。だがそれは‘現K 、 32
年と 3 3 ！竿との対比にないてみられるどと〈‘農業所得の絶対量が減少し‘
しかもそれが恒久的左傾向と左つ先場合 Vては‘行詰！？ vc ぶつかるだろう。


























































































内4ZU73 9. 2 60 
9. 7 55 
9. 4 7 0 
6.4 1 7 






第五 1 表 戦後の農工交易条件の変化
受取価格 支払価格 交易条？牛
指数（必 指数（鴎 A/B 
昭和？～ 1 1 1.0 1.0 1.0 0 
25 22 4.4 236.8 0.95 
26 29 1.1 2 82 2 1.0 3 
27 31 3.4 2 94.8 1.0 6 
28 369.2 3 0 1.4 1.2 3 
29 34 8.7 3 08.5 1.1 3 
30 3 4 .4 3 0 1.4 1.1 4 




年‘ 2 6. 年と生産貨を
つぐ左う米価が決定さ
れるように左った。次
に‘ 2 5 年以降の反工
の価格の格差をみよう。
第 3 1 表によれば、 25
年は農家の受取価格の
方が不利であっ売が‘
2 f:. ~ 2 7 ~ 2 8 年と
急速に‘農家の受取価
格が有利になっている。
しかし‘ 2 9 年以 i峰は
次第にその市が寸ぽま
D つつある 1:1＇. いわゆ
る γ エーレ I'( 工って‘蔑家！〈去って決定的 Vて不利念価格があるとはいえ左
レ、。
⑦経嘗階層にみた経営成果の格差
階層別にみた新規投資の推移は‘第 3 2 表のとと〈である。


























5司415 8.80 0 
7. 0 8 3 
2 2.0 8 2 





































ス 57 4 
3 2 年 9.7 c 9 
1 5.5 85 6.41 4 
25.526 i 5548 I 40.605 
6.4 9 8 I 1 5 8 o 4 I 7 4.3 6 6 
21.533 I 11.188 I 77.648 
2に l ~•DO I ：：~ 
3 2 年年年 ,:: 刊：：一一一一十一一2 6 
2 9 
2 !Bf 以上！
3 1 生手 32.7 マ 2
3 2 年 9 26 1 2 
農綜省‘ 月孝一家経済調査
22 4 89 9.7 88 弓 7.4 2 4 
2 0.0 1 3 7.77 8 2 8.5 7 .7
2890 I. 7 7 0 1zo6 2 
57.371 1.0 0 0 4 6.9 7 6 
4 4.4 81 77.203 
4 2.5 3 1 13.3 1 2 1 4 8.4 6 0 
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~＼一貫して‘急速在増資の持続されてい
のは‘最上層の 2 li汀以上層のみである。それ以下の層では‘ 2 6 年～ 29
年にかけて鴻資され‘ぞれ以後に停滞しているのが 5 反～ 5 反腐と 1. 5 ~ 
2 町層であ D ‘ 2 9 年～ 3 1 年 Kかけて‘増資されて．それ以後に停滞し
ていゐのが 5 反～ 1 町層である。
次 κ‘経蛍規模別の届定資本投資額公よびその効喜界をみよう。第 3 3 表
のどと〈‘画定資本投資署員にないては、階層の上鼻K し fをがって建物の占
める比みが減少し （ 8 6 ~ 6 0 ）‘逆κ、投機具．動物の比半は‘階層の
上 j援に比例j して増大していゐ。
f 昭和3 2 年度〉
o.83 
( 8 6.0) 
5反～1lf] I 1 ヲ 2,146 5凸.5 0 6 
( 15.2) 
1勾～1.5 町 5 ヲ 0.5 91 日 4.7 0 0 
( 4.9) (HD) (121) 
1.5悶ト2町 307.548 8 0.6 8 6 3.5 0 2 き56.58 1 428.317 24.3001489.0531 1.14 I 77.2 
(71.7) ( 1 8.9) ( 0.8) (8.6) (100) (76) 
2 町以上 132 9.331 165.0 2 3 6.35 8 47.387 548.099 22.000 588.622 1.073 
( 6 0.0) (3 0.1) ( 1.2) (8.7) (100) 
平 均12 4 1.50 9 56.1 7 4 3 5 1 1 8.3 0 g 316.342 一部9421 0.叩 I 73.4 
(76.3) ( 1 Z8) ( 0.1 ) ( 5.8) (1 田〕
殺体省‘護家経済調査よ D 2. < ）は議成比
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しかも熊楠具の按資額 Uてないて‘会終家数の 4. 3 呼b ( 3 2 年度） ~てすぎ念
い 2 町以上層 f'(30Dfi,の投資が設され‘ ζ れをまプモ 1. 5 町以上層にみれば‘
約 5 D 守らの投資が~されている。反当り固定資本額では‘ 5 反未満 j認は 6
万円で設大であ D ‘ また 1. 5 勾ー以下の j設は‘それ以上の階 i長よかも反当 b
国定貸本番長は大でゐゐ。との ζ と κ 照応して、画定貸本効半K公円て‘ 5
反未満陪が最低の 0. 5 7もであ lJ ＇婚 !ti の上主手 tてしたがって．効やが増大し
ているのはも小規傑経営の不利を初語るものであって‘それはまた‘第3 3 
表に示されて V＞ ゐ所得率の階層制jでの推移K も示されているとこそうである。
ただ、 tfil 定資本効ふいにないて‘最大の併を示しているのは‘最上層の 2 勾
以上 i'i；：！ ではな〈‘ぞの次の縮局の 1. 5 ～ 2 向 l醤であるのは、所得率K沿い
ても 2 町以上層が‘ 1. 5 ～ 2 勾 l認に劣るのと照応するものである。ととる
で‘この 2 可以上層が‘逆 vc 1. 5 ～ 2 司騒に所得平が劣る原因として‘ 2 
町以上層 vc :1:: れば、家族労劫力だけでは‘奏家経営の再生，哀が困難と念る
から‘雇用労働力を追加ぜざるをえず‘雇用労貨の支出がかさみ‘をた投
下生産資材の効半が低下する‘という見解がある。（弁と完二、前掲論文〉
.2 可以上の最上浸では．東北の，蜜用労d ネは約 3 Dφ ；τ 対し、浦戸内では‘
約 1 0 争で、その卒は低〈て問題になら左いが‘ しかし‘瀬戸内では主主業
賃金が高〈‘ま ft 吻財費の温収益にたいする割合が東北ょ D も高いから‘
2 3J 以上層の所得率の低下はよ lJ ff.A著であるとされている。この点‘遊山




屑の上昇K しプトがって‘雇用労賃費の比率は増大しているが‘最上 j宥の 2
町以上膚 Jてないても 3 2 年で 1 戸当りの通営費の 5. 2 aft, VL すぎ念い。富山
でほ一般 K 上＠農家でも雇用労：みよりは‘投機具 κ 依存する傾向が強〈‘
典型的な E室長義経営をいとなむ樋山の 101 7 ~決家 f 富山 i桑凌幸夫三番）にま？いても‘
- 3 3 -
最業按 ""'f 労伺 B {IC 占める雇用率が 4. 3 <f, vc 寸ぎ念い。
~ j;.~ ‘との点花関連して‘石当タ生産貸は‘第 3 4 表のどと〈‘ 2 9 年
~ 3 2 年をつうじて．階層の上昇Kつれて次第に低下してきている。
第 3 4 表 石当 D 生産賃 f 副産物価格差引）
1吋-1"2巧以高司詞！5反禾溺 5 ～ 5 反 5反～1町 1～1.5匂
昭和2拝 Z017 6.83 9 5.8 2 1 5.7 2 1 
引1担4嗣年i 5.9 4 6 I 5.7 1 0 l 5.0 1 2 I 5.0 7 8 
5 氏禾漏 I 6220 l 5.345 
5.6 2 0 
6.6 o 7 I 6.4 s 1 I s.s 6 7 
4.7 9 2 
4.65 9 
4.9 07 5.00 0 5.2 84 
15町主U:)
4.8 76 s.o 75 
農事本省統計
1. 5 ～ 2 町 j曹と 2 町以上層の対比では. 3 1 年と 3 2 年とでは絶対面員では
2 町以上が念公若干上回っているが‘その差はほとんどな〈なっている。
ζ れを農林省の選んだ‘農業経営の調査対象の農家 C 水税を主とすゐ経営
5 戸‘混合経営 2 戸〉についてみれば‘ 3 1 年と 3 2 年とを比較すれば‘
第 3 5 表のとと〈である。 ζ の 5 戸のうちでは‘ 71< 稲面積 1 1 反の第4 番
第 3 5 表 石当‘米‘生産費 f 副産初価格差引〉
71<稲作を主とする経営 混合経営
農家 1 番 農家 2 香 三主家 5 番 農家4 番 農家5 番
7繍面積 1 5反5 畝 25反5欽 4 5反5畝 11 反1 吠 26反1畝
円 円 円 円 円
2 9 年 ス 145 6.2 83 4.0 0 6 5.8 87 ι.09 2 
3 0 年 5.7 4 2 5.65 8 3.7 30 5.9 42 5.05 7 
3 1 年 6.16 2 Z815 4.9 11 6.2 39 ι：76 可




資／ff. 最穴であゐ iJi ‘
2 5 町以上の第、2




第 5 番 （ 4. 5 可〉
では決定的乏生産
費の安さが注目さ
れる。 ζ の第 5 番
が．前述のどと〈．主 2として、建構具C モーター 2 台‘動力排転機‘オー
ト三輪‘動力脱穀機 2 台．動力もみすり樽‘動力製縄機〉に依存し‘雇用
労ゅは．全労ω時間の 4. 3 ヲHeすぎ~ lハし‘まプそ‘鶏以外の家萄は全〈も
たず．水稲作 l宅沿いて畜力主主は金〈要していない。以下 K‘是主総省の調査
対象 5 戸のうち‘水稲作をまとする及家 5 戸を若干検討しよう。第 3 6 j更
のどとく‘ 1 喜E ( 1. 5 町） 2 番 （ 2, 5 句 ） vc な l~ ても‘雇用労 Jやは‘ぞ
れぞれ 3. 7 'fo , 2, 1 a/o で醤めて’広平である。成家 1 番は若井作には‘言語力に
もかなり依存してな !J ＇経営資では‘醤刀貨が‘必刀貸を上凪っている。
成家 2 番は‘農家 5 番ほどではない iJ＇ ‘機械刀！'L 頑 D ‘経営廷にむいては‘
動力設が省 1J 訟の 7 倍近〈の比藍を占めて・ρ ゐ。反当りの経営成果 a:: みれ，
ば‘反収では議委託 1 番 （ 3. 1 石〉‘ 2 番 （ 2, 9 2 石〉‘ 5 番ぐ 2 7 5 石〉
で‘耕経規模の最小の 1 番 （ 1. 5 旬）が最大の反収を示している。しかし‘
石当りの生産費では‘務 4 1 表のどと〈‘それぞれ ｛，＿ 6 6 8 河‘ 6. 4 8 ヲ
円‘ 4. 3 1 7 r弓とな D ‘経営規模の大い程有利であ b ‘かっ最大の耕地白色
々えをもっ五番にかいては断然有利でるる。そのととはまた．一臼当殺業労
t)j 幸世訓が‘それぞれ 6 5 0 円‘ 7 7 3 円‘ 1. 品 4 8 円と‘これまプト規模別
に比例して高〈念っている点にも 7ちらわれている。
とのようにみれば‘ 1. 5 ～ 2 町層と 2 町以上脳の比綾では‘ 3 1 竿から
3 2 年にかけて‘所得率が2町膚の方針曜によ D低〈なうて辛子 jJ' ＇！プ世間定資本効率も低
いことを？もって‘直ちに 2 町以上層の経営の不利を~うととはでき念い。
トいうのは‘ 2 町以上層は‘所得率は低〈とも‘一般的に‘ 1 戸当りの所
得の絶対額は大宮ぐ‘空売 1 日当り涛業所得は‘確実に 2 町周以上の方が
高いからで為る。そのと F が‘上にみか煎家経営分析にたいて‘反当収量
が少い場合でも‘石当 b 生建慢が‘ 2, 5 句｝脅以上でより低ぐ左っていると
と‘安売農家主番にみられるとと（ ' 4. 5 町という 71< 稲排作面積では．疑
機具の高度の導入によって‘決定的に有利で為るととに‘あらわれている a
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第 3 6 表
r-··ー一一ー
71< 稲を主 とする経営 沼和 3 2 年
農家一番 度家二香；農家三番
一農業給額 7.1< 桶 1乍 農業総額 水稲作 農業後；嶺 水稲作
ト一知一一
経営者寿地l蘭演 1 6反2畝 1 5反5玖 27反4畝 25反5畝 48反6欽 45反 6 欽
一
題釜 初 2 9 0.4 6 0 214.97 8 502.679 406.1 556.146 207.72 ヲ
員長 機 具 ？ゐ.82 4 1 9 5.7 0 2 1 8 2.5 5 4 8.3 6 3 2 9 1.48 9 
権 ：吻 一 一 一
動 1{J 11.427 11.4 2 7 一 一
｝四一円一一一…刊一一一一一
言す 410.494 325.22 ヲ 品ヲ 8.3 81 499.218 
一四一一一一一一
第乙2集労鋤時間 5.9 5 0 4.1 37 ス 8 11 凸.31 0 7. 5 2 3 4.6 0 2 
雇用労働時甥 152 152 1 35 1 3 5 339 339 
生産物総量 4.81 1升
:.::: ヂ引引制! 12.5 55升内競売最 3.4 0 G 9.64 5 
ト一一一一ー一一ー
没：業組収益 552.803 4 9 1.4 8 0 86 5.81 3 798.26 1.562.744 1.30 6.4 7 0 
i 内 現 金 3 92.35 8 353.560 726.184 710.12 1.17Z543 1.0 2 85 2 0 
トー「一…一ー一一一一一－
家族労働費 1 5 1.8 6 6 1 0 4.9 7 1 27 5.33 8 22 凸， A 141 256.373 153.39 7 
援用 I 3.100 3.10 0 4.6 2 0 4.62 0 ! 9.6 85 9.6 85 ｷ-月最 減価償却費 2 1.9 9 7 29. ヲ 72 2 4.9 3 1 I 78.0 7 3 3Z 7 39 
修掛費．補璃 5.9 1 9 4.689 9.9 87 8.05 2! 2 5.6 48 1 0.99 3 
業 一種苗．種畜 1.0 2 0 1 3.61 6 5.9 77 
B 料 48.ιι5 45.82 7 5 5.9 6 8 5 4.7 3 9 8 5.91 4 日 1.9 65 
経
3.0 5 6 一 1.4 0 0 870 一
か最業資材 2 0.37 5 2 0.37 5 2 0.10 2 4 6.532 4<'>.4 8 7 
トー句
動力費 1.9 81 2 9.2 2 1 7 2.247 
費 審力費 25.01 5 2 5.01 5 4.2 60 4.26 - 一
偽の補助事才 34.41 5 30.7 4 3 3 8.9 R 3 6.2 02 6.2 0 2 
貸 料 2 3 2 7 i 2.3 1 6 l 日 _J 14.581 14.0 59 
計 す；3.810! 2…可 481.534 40Z074! 69Z515 438.751 
i差引農業純収益 I 218.993 i 229.4461 3a2.279/ 391.18 ヲ； 865.22 9 
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第 3 7 表’
71< 稽を主とする経営
農家一番 農家二番 農家三番
経営耕地面積 1 5反5 畝 25反5畝 45反 6 畝
310升 29 2升 27 2升
3 1.7 0 8円 3 1.3 0 4円 2 8.64 9円
1 6.守口 5 15.7 6 4 9.621 
8.9 9 6 1 0.1 6 5 3.7 0 0 
内肥料費 2.9 5 7 2.147 1.7 ヲ 7
14.80 3 15.3 4 1 19.02 8 
所得率 4 7.0φ 49.0 6 6.5 
伺当 D 4コ当 D ;rj当 D
！竺米泣当 i星農業空組監Y営量費 5.4 4 7円 5.4 63 3.4 ヲ 46.6 6 8円 l 凸.4 8 9 4.317 
トーほ：当‘農業労L識字量制 65 0円 77 3 1.6 4 8 
、富山農林オ嘘絡計年報 必和 3 2 宇




にたいする賃借料金の占める給率が高加。 （ 2 9 年一 1 4 ~も‘ 3 0 年－ 12
4も‘ 3 1 年一日. 5 ~ ） 多〈の不利左点が重な b ‘ 5 反未満層の








1 農家当 b の食業所得ど家計費の推移を示せば次のどど〈である。
第 3 8 表 設家所得の源泉どその処分（良家一戸当 b 平均〉
' 一司区l d罫l詔125'01宏140% 芳V生；1T 26年 31 32 33 農業所得 1函Ii 宮r~甲町 255,942 244.1 
(65.3) (57勾 (59.5) (552) 
i 品外所得 82737 141,517 146,920 165,982 149 171 178 201 
(29.5) (33.2) (35.4) (34.2) (37.4) 
被贈補助金収入 12501 23，β52 22942 23p62 27,111 184 183 188 217 
( 4A) ( 62) ( 57) ( 5勾 （ ω〉
財産収入 2208 LO込 52 6,805 3P22 5,559 一 308 164 251 
( 0.8) ( 0.0) ( 11) ( 08) ( 1.3) 
良家所得 280755 372.330 399,654 430,146 442β22 133 142 154 157 
(100.Q) (100.0) (1000) (100.0) (100.Q) 
一一一一一一 一ーーート租税公課 27,604 35,547 勾0,77も 34,141 36[;27 129 148 123 133 
ぜ担8) ( 9.ι〉 (102) ( 8.0) ( 83) 
可処分所得 253,151 336783 5田β78 396j)05 405β95 133 142 156 160 
(90.2) (90.4) (89.8) (920) (911) 
家 計 費 218,072 302;195 五句，152 346,907 354，竺O 139 151 159 162 
(77.乃 ぐ81.1) (826) ~80の (80の
？財産J加額〉 話。79 34,588 28,726 4免098 51,693 82 140 147 
(125) f 呪3) ( 7.2) (1tの (111) 
貯毒性向 1語 10.3 8.0 12A 128 
円




第五 8 表によれば、宮山県の 1 戸当 b 平均の農家所得は 2 6 年を基準どし
て、 2 9 年～ 1 3 3 、 3 1 年～ 1 4 2 、 3 2 年～ 1 5 4 • 3 3 年～ 1 5 7 ピ
順調 K 伸びている。 C もちろん ζ の所得の伸びも、 他の製造業部門の所得の
f申び陀比較すると劣るとどはすでにふれた。 〉どころが、 とのよう左渉家所
得の伸び｛也、 実は、 農業所得の伸びを上廻る農外所得の f申びによって確保さ
3 2 年
一一一一ーで 126 年 3 3 "lo をでしか伸びて農業所得はすなわち、れたものである。
い念 ν、 ;0 ； 、 農外所得は 2 0 1 qもをで伸びている。 そのこど K よって、 藤家所
得vc 占める幾外所得の比率は、 2 6 年～ 2 9 ・ 5 qもが、 3 3 年では 3 7 ・ 4 
%~て増加し次第 （！［ 農外所得の占める割合の大きぐ方：っているとどを示してい
る。
この農家所得から租税公課を差引いた、 可処 11- 所得の推移は、 租税公課の
比率が 2ι 年～ 3 3 年をで大体同一水準？保っているのでほぼ良家所得の推
移と同じである。 次に家計費の推移すみると、 とれば一貫して、 その比率が
大巾 l℃増大しているのが特徴である＠ しカミも、 家計費の増大分 f 139-151 
': 5 9 - 1 6 2 ）の方が、農家所得の増大分 （ 1 3 3 - 1 4 2 - 1 5 4 -
5 7 ）よ b も、 著千上回っている。 しかし、 家計費の規模が大巾 K増大し
つつも、 年々の剰余分の絶対績は増大している＠
2 9 年 3 1 年
の額は一一一一一－＝ 148qも． 一一一一ι－ = 1 6 」 2 6年、 2 6 年
3 3 ）包
次 vc 1 世帯員当 b の家計費
3 2 隼
一一一一ー＝ 1 6 Sqも‘2 6年．1 9も、
一一一：－！－＝ 177% とこれ 1をた大巾 K場大している。
2 6 年
文 ζ れを、 全府県平均ど比較すれば、 次のどど〈である。
叩 i ｛~ ・一匂










































































ぐBOD) I (87.3) 
27.790 I 16.245 
(105] I c 4B) 
11.掛 I s.1% 
円 1
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141 I 142 
1 so I 149 
(86.0) 
26(>90 59 77 9f> 
農事本省、農家経済調査報告よ b
第 3 9 表によれば、全府県平均では、農業所得の伸びが寓山県 !'C 比して停
滞的であるとと、それ K反して、農外所得の伸びは、 3 1 年どろきでは、富
山よ b も若干下回っていたが‘ 3 2 年 tとは活！＇ !'C 全府県の方が急激に大き念伸
びを示している。両者の綜合である、農家所得は大体宮山ど同様左上昇傾向
3 2 を示しているが、その伸びは富山の方が大であ b .;.-·2－王手 では、制
Li ，，・，d
1 5 4 o/o 、会府県 1 4 0 "lo である。しかし、金府県の 4 0 o/o の伸びは‘ほと
んどが農外所得陀よってである。家計費の伸びは、全府県平均では、 5 1 年
きでは宮山とほぼ同水準の伸びを示しているが、 5 2 年からは常山の方が大
き〈伸びている。しかし、 2 6 ~ 5 2 年どっうじて貯蓄の比率が常山のほう
がはるかK大で貯蓄性向では、全府県平均を大巾K上回っている。それは、
金府県の終業所得の停滞K対して、宮山の農業所得の II質調ま伸びが主たる原
閉であろう。念事子、 1 世幣員当 b の家計費が各年次をつうじて、宮山の方が
今府県を上回っている点も注意すべきである。したがって、農家経済全体争
つ＂.： 1·，て、宮山は金府県よ b も優位従立っているといえる。念絵、ととで見
逃がすととのできまいのは、 2 6 年～ 5 3 年をつうじて農業所得は、家計費
の 7 0 ~ 8 0 o/cdてすぎず、全農家平均では兼業収入K 頼ら念ければ農業所得
のみでは家計費を受か念い得念い点である。
⑦階層別にみた農家所得と家計費
次にその点を昭和 5 2 年の各階層別について検討しよう。
第 4 g 表 経営規模別農家の農家所得の源泉ど処分 C昭和 5 2 年〉
L卜農一一業 一所一一得 平255.均9岨 一岬圭喧74 日871β反14 1ー 」：反71.47～5 3~～1日前1 ~·咽s~型53 ！－＇~込町臨L22 
農外所得 1：：虫勾5) 1：βo：~ z~話6；~ 1:5組D2。~刊：0: 1.：：：；~ : （広：~
(542) (625) (6位〉 (462) (23D) ( BD) 
被贈補助金収入｜ 2ある2 52712 1叩18 15728 27.585 1印92 25.533 
( 55) (17.4) ( 5.4) ( 4A) ( 55.) ( 29) ( 36) 
財 震 収 3P22 4,130 5D49 3,493 132 5,689 
( 0.8) ( 12) (ｷ1A) ( U7) ( 0.0) f 回〉
最 家 所 却2091 5必β54 357.279 502217 60常453 671,790 
(100.0) (1回。〉 (10旬〉 ぐ100.0) (100.0) I (1Q.盟主L~~
ｷ-46 -
iλ工一｛一~［ゴ；..－：：「三：［－云「一~：~一
i 可処介所得！ 396ρos I 2郎76I 317，邸 11 詰1,735 ：必1; ; ，~： !i家 言十 費l 器 I €~1 告~I ~~~I 
貯 蓄！峨a I 邸郡 I 6ρ叫仰31 弘5571 90’1131 1跡71f 世幣員数）I (1'~ I ( :I ( ：：~I ( ：~I (':I 寸て；；！
貯審性向 82 20 1.6 162 
長妻本本省、農家経済調査報告より
第 4 0 表 K よれば、長外所得の良家所得の占める比率は、 5 反未械では
6 2. 5 "lo 、 5 反～ 5 反！警では 6 8. 2 %という 6 ～ 7 割の比率を占めてなり、
農業所得の比率は、それぞれ 2 0. 1 "lo 、 2 5. 2 ~も κ すき・左い。したがって ζ
の階層は．井上氏の主張のどど〈‘兼業農家どいうよタも、飯米を自給する
プロレタリアど呼ぶべきである 0 （ 井上完二、前掲論文〉との 5 反未満の農
家は、前の農業経営のどとろで検討したどとぐ、次第に所得率が低下し、固
定資本効率も上層K比して低〈農業経営どしても不利念階層であったが、し
かもその農業所得は、家計費の大体 4 分の 1 tr亡すぎず、農家経済は主どして
兼業 K依存しているのである。しかも、との階層をして、念会かつ農家たら
しめているものは‘をさに農業所得の ιG ～ 7 0 ｰlol'C 及ぶ兼業収入であ b か
っ会え他面よ b すれば、兼業所得のみでは家計費争をか左い得ないほどの、
兼業所得の低水準ど不安定性どいうとどである。脅さにとの層は、不 ;,fij 念農
業所得ど兼業収入どを合計することによって、から〈も 5 反百妙、 5 反百姓
一日一
どしての余命？保っているといいうるのである。
5 反～ 1 町南については、従業所得ど兼業所得は約半 h であ b、品業所得
では、家計費の 5 6. 4 qもすきか友いうる K すき・をい。したがってとの陪層 Vて
がいても、古家所得の半王子になよぶ兼業収入 K よって、はじめて同家持済の
再生産が可能 K 念っているのである。
1 ~ 1. 5 町層にをると、長業所得の長家所得K 占める割合が矯大し、 7 0 
%争占めている。しかし、との断層といえども、左おかつ品業所得は家計望者
の 8 7 %にすぎず、兼業収入念〈して段、家計費すカパーしえ念いわけであ
るのとの工う陀、 1. 5 町層以 7下の良家、すをわち、富山の金持家戸数の 8 3 
%の凸家は舎を業収入が：をければ、民業所得のみでは、家計食 'fr- ：生か念いえ念
いという点は童夢である 9
1. 5 ～ 2 町暦では、兼業収入の比率はさら［疋小さ〈在って、 f,.；家所得の
6. 7 a,もにすぎをい。ととでは、店業所得のみで家計費幸子上回つてなり、 ζ
の日終 f習すもってはじめて安定した主主家であるどいうことができる。しかし全
府県の平均で段、との i鰭！苦手もってしても念事、長業所得では家計費の 9 0. 7 a,も
( 3 2 '.ij三） vc すぎず、兼業収入を全先走ければ、良家経済の再生産をしえ念
いわけである。つをり寓山は全府県平均K 比して一階熔低いところで段業所
符が家計管を上回っているわけであり、これは、現在の支持価格の下で、米
作一本 Kたよる青山の長業の有利さを物語るものである。念シ、 ζ の階層ど、
とくに最上層の 2 町以上層では、貯著書性向が、それ以下の陪庖 vc ＜らべて、
大巾K 上回っているのも宵山の特徴であり、上層民家の有刺性を明示してい
る。
最上層の 2 町以上層では、兼業収入が良家所得の 8 a,もを占める K すぎず、
全〈食業所得に依存しているといえる。との階層では設業所得のみで、家計
褒ヲヤ 3 0 %近〈上回ってかり、その結果、貯毒性向は 2 3 %の高率を示し、
業経営の有利さ令よ〈示している。
次氏、時照別での品業所得、長外所得、家計嘆の号車係の年次別の推移をみ
. ' ' －，・ ι 勺戸→
てみよう。第 4 1 表 Uてよれば、各陣層令つうじていえるととは、設業所得の
指数が、各年次？っうじて順調にのびているにもかかわらず、それ以上 K家
計費指数の伸びが大きいとどである。




設業所得 rt-外所得 家計資 家計費 家計号室
2 6 年 1 0 0 1 0 0 1 0 0 35 私 qも
五
反 2 9 年 1 1 5 1 7 1 1 5 8 2 5. 5 35.1 
未 3 1 年 1 1 2 1 6 5 1 6 3 2 4.1 T 呪 7 ( 3 反未〉
昔島
3 2 年 1 3 1 1 5 9 1 7 7 2 6.1 3 1. 3 （ シ～5反〉
l 一一一一＋ω
五 2 6 年 1 0 0 1 0 0 1 0 0 6 z 1 
反 2 9 年 1 1 7 1 4 5 1 3 3 5 ヲ 6 3.0 
一 3 1 年 1 2 6 1 9 3 1 5 5 5 5 町
3 2 年 1 3 2 1 8 0 1 5 7 5 6 5 8.3 
一一1 0 0 1 0 0 
一 2 6 年
1 0 0 9 0 
2 9 年 1 3 6 1 1 5 1 3 6 8 9 8 1.5 
、
五 3 1 年 1 4 0 1 2 5 1 5 1 8 3 
町
3 2 年 1 6 8 1 5 9 1 7 4 8 7 8 0.2 
一
2 6 年 1 0 0 1 0 0 1 0 0 1 1 6 、
五 2 9 年 1 2 4 1 6 2 1 3 0 1 1 1 9 2. 
一 3 1 年 1 1 0 2 4 4 1 5 0 
8 6 
町
3 2 年 1 5 3 2 7 6 1 7 1 0 4 9 0.
2 6 年 1 0 0 1 0 0 1 0 0 1 3 6 
田］’ 2 9 年 1 1 3 1 0 2 1 4 6 1 0 5 1 0 0.1
以
3 1 年 1 1 4 1 0 2 1 2 0 1 2 9 上
3 2 年 1 3 5 1 4 1 1 4 2 1 2 8 1 0.2 
2 6 年 1 0 0 1 0 0 1 0 0 8 4 県
平 2 9 年
1 2 3 1 4 9 1 3 9 7 5 
場 3 1 年 1 7 1 1 5 1 6 ヲ
3 2 年 1 4 0 1 7 8 1 5 9 5 1 
-














































々をしで業、ど家 みの、 争所一十性をあ内の年品質どど段りる良計ではだび業 …－一明斡済で 度
計向と、あい全家家でた伸長一家貯経の風間制う
















































f 大内力 rs 本資本主義と農業 J 日本農業年報区所収〉どいう見解があるが、
率直K いって、同意しえ念い。
第 4 2 表 家計費の推移
会 費 124 1 39 1 4 4 
f食毒奇 119 ( 94) 133 (113) 132 (112) 
家副 食費 132 ぐ 1 28) 147 (143) 161 ( 1 56) 
中皮 ml 費 129 (153) 135 (162) 151 (161) 
光 熱 費 107 ( 83) 1Q4 ( 77) 124 ( t2) 戸
住 居 費 177 (162) 167 (149) 171 (1!'J2) 
当
保健衛生費 145 (143) 180 (176) 218 (2.13) り
交通過信費 159 (118) 182 (135) 213 (158) 家
計学校教育費 199 (151) 333 (229) 274 (188) 
167 ( 94) 210 (100) 323 (154) 
交際費 157 (145) 191 (174) 249 (226) 
家計雑費 127 (117) 174 (159) 100 ( 91) 
臨時資 215 (199) 181 (165) 192 (175) 
計 139 (128) 151 (138) 163 (149) 
－－－·・ r…・. ·－一一一一』一一一 一一一一 一
2 6 年 2 9 年
1 人当家計布5,86 7 山町 一52,924 57,418 58,79 8 63,477 
(100.0) (147.5) c 160) ( 1 6 4.0) ( 1 7Z 0) 
33,1 02 48,188 51, 2 9 2 5 3,6 5 3 
(100.0) (145.0) (155.0) c 16 2.0) 
富山市非農家 32,7 7 5 47,700 56,946 
世 待J 人当 100.0 (145.0) (173.0) ぐ 202.Q) (213.0) 
三培五五 108 11 a 11 2 109 
< 〉は物価指数修正 K よる
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第 4 2 表 K よれば、 1 人当り家計費の発展／／（：Jc.~ いては、 2 6 年を基準どし
て‘宮山ど全府県は同じ〈大き念伸びを示しているが、寓山の方が、その矯
大の比率が若干大き〈、支え、 1 人当り家計費の絶対額でも富山の方が高い。
しかし、宮山市の非農家の 1 人当 b 家計費の発展比ど比較すれば、非農家の
方が、はるかにその伸びが大きい。したがって、非良家との対比 [IC $~いては、
たしかに、家計費の増大どいう面で相対的K 不利であるといえる。しかし良
家経済代限定すれば、家計費の年次別の推移では、 2 6 年基準で、 3 1 年
( 1 6 0 ）、 3 2 －＊·ぐ 1 6 4 ）、 3 2 年ぐ 1 7 7 ）ど大巾念伸びを示してい
3 1 年るのとれ令内容的 Uてみても内一一一一ーでは‘たしかに学佼教育費（ 2 2 9 ) 
2 6 年‘




吟教娯楽殺 7まどが、交際費をどととも K大巾 K 増加しでいる。学校教育費の





所得のみでは、まか念いえず、わずか K兼業所得の増大 K よってのみ可能K
在っているとどである。館山では 1. 5 町以下の良家、全国的にみれは、 2 lily 
以下の曲家は‘いよいよ兼業への依存率を強〈し、長家経済はますをす不安
定［〈を b つつある ζ どが重大問題である。以下兼業D問題を検討しよう。




第 4 3 表 産業男I）人口ど所得
第一次産業 内藤業！明二次彦業
2 5 年 249,403へ 237.841t 102,725 
52.8 5 0.3 21. 7 
3 0 年 224,400 213,900 109,600 
46.5 44.3 22.7 
3 3 年 218,800 208800 122,5 00 166.500 
43.1 40.7 24.1 32.8 
全 国 39. 3 3 7.8 24.8 35 . .,
( 3 2 年〉 て材業を甑r)
2 5 年 1 0 o.o 100.0 1 0 .0 1 0 o.o
3 0 年 90.2 90.0 1 06.6 124.1 
3 3 年 8 7.9 88.0 1 1 9. 2 1 38.0 
言T
4 7 2,6 5 7 
1 0 o.o




1 o. 0 
1 0 . 
1 0 2.1
1 0 7. 2 
産業男lj 人口は富山県総合開発計画実績報告書 fてよる。
第 4 3 表代よれば、産業別人口構成の推移では、第 1 次産業特K農業の就
業人口は、 2 5 年を基準どして、 3 0 年（ 9 0 ）、 3 3 年 （＂ 8 8 ）ど、相当
念減少を示し、逆［そ第 2 次、ど＜ v亡第 3 次産業の就業人口の増大ど念ってい
る。そのとどから、農業の、産業別全人口 K 占める比率は、 2 5 年〔 50.3%)
から 3 0 年（ 40.7~も〉ど大巾に減少している。しかし、 3 2 年の全国比の
農業人口の 3 7. 8 ~もの比率に〈らべるど、宮山は友好若干高い。
次 Uて農業就業者の構成争みよう。
第 4 4 表 農業従業者推移
2 5 年 3 3 年 ヌ；年 構 成 比2昨 33年 2咋 5 話干三
農業専従者 207,417·人 16s,1so" 81. 4 ~ 1 0 o.o 1 oo.o 80.1 75.0 
男 86,344 59, 1' 3 68.5 41.6 35.1 
女 1 21,0 7 3 1 0 呪 557 90.5 sa4 64.9 
務 t 穏兼従者 22,463 24,451 109.0 100.0 100.0 a7 10.9 
男 1 7, 2 2 3 1 8, 21 2 1 0 5. 8 7 6. 5 7 4. 5 
女 5,244 6,239 119.0 23.5 25.5 
男 25,750 110.0 80.8 80.8 
！女 6,090 1 0 虫 0 1 呪 2 19.2 
〆合 言十 8 z 0 1 0 0. 0 1 0 .0 1 0 o.o 1 0 . 0 
宮山県統計謀、農業基本調査による
第 4 4 表によれば、 2 5 年を基準として 3 2 年では、農業専従者は、 8 1. 4 
K減少し、 j]l" に第 1 種業従者は 1 0 9 vc 、第 2 穏兼従者は 109.7VC 増加し
ている。合計としての農業従業者では、 83.7%Vl:減少しているのでるるか
ら、いかに、専従者の減少の大きいかがわかる＠しかも、専従者の減少を男
女別κ みれば、男（ 68.5 ）女（ 90.5 ）で、男は 3 0 0らの減少K 対し、女
は 1 0 %で、大体男は女の 3 倍の害IJ 合で減少した ζ とになる。支え構成比を
みれば、専従者 vc 拾いて、 2 5 年では男（ 41.6 ）、女（ 58.4 ）だったの
が、 3 3 年では男（ 3 5. 1 ）、女（ 6 4. 9 ）ど左 b 、ほほ女性が男性の 2 倍
の比率を示し女の占める比率が著し〈大き〈念っている。第 1 種、第 2 穫兼
の従業者の男女の比率は、逝K男子は女子の 5 ～ 4 倍の比率を占めている。
したがって、操業従業者合計では、 2 5 年、女（ 50.9 ）から、 3 3 年、女
54 -ｷ 
( 5 4.1 ）首増治 Vてとどをっている。
っき. ~亡、との農業従事者の推移を年令別構成Vてみれば次のどと〈である。
第 4 5 表 年令別農業従事状況
1 5 ~ 2 9 才
3 0 ~ 4 9 才
5 0 ~ 5 9 才
昭和 2
農業従事者十「玄ー「γ
1 s ~ 2 9 才
3 0 ~ 4 9 才
5 0 ~ 5 9 
6 0 才以上
計
？寸5 二 2 9 才
構 I 3 o~ 4 9 才













33.3 3 8.0 
35.3 36.0 
41.1 
1 4.o I 1 4.7 I 1 z 9
8.2 I 虫 5 i 1 4.2 
1 0 o.o Lユ~.o 1 1 o＿~ 
昭和 3 3 年
:: : l1：~：：：； I ニ：：
14.4 I 1 5.9 
8.5! 10.8 












































42.7 I 34” 41 43.81 40.5 
1 呪 31 23.41 20.or 2t2 
1 五 2 I 23. 4 I 1 2.Q I 1ι0 
100.oi 100.ol 10 乱。 i 1 0 .0 
一一一一
24.8 18. 8 24.2 223 
富山県統計謀、農業基本調査よ b
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第 4 5 表では、年令別構成にないて、 2 5 年ど 3 2 年ど対比して大き在変
化で自を引ぐのは，主主業従宗者vc:t~いても， 農業専従者Uてがいても， 1 5 ~ 2 9 才の昆ー昨年
！？ちの激減である。す念わち， 1 5 ~ 2 9才の肘Kかいて p 従事者総数で l昔、 5 z 6.~も
l危なり半分近〈も激減し、専従者総数K がいては、 5 1. 4 ~もど~ b 、大体半
分 l'C 念ってしをっている。交えとれを男女別の区別でみれば、男子では、従
事者で 5 3. ~も K減少、専従者では、実 l'C 3 SJ- の 1 あをりの 3 Z 3 "/o と地すべ
り的念激減を示している。 3 0 ~ 4 9 才層にがいては、両年度を対比して若
干の減少があるが、どりたてていう程のものではをい。ナ念わち、従事者総
数でヲ 7. 5 "lo とほとんど変化は念いが、専従者総数K 在るど 8 7 ~もど、相当
の減少を？示している。とれを男女別でみれば、従事者で男は 8 9 "fo 、専従者
で男は 7 0. 6 "fo ど減少している。 5 0 才以上では、ほとんど変化は念いが、
3 3 年の方夕、 2 5. 年よ b わずか K大きい数字を示している。したがって、
全体令つうじての、農業人口の減少は、そのすべてが、 4 9 才以下 K生じて
いるとどに左右h。とれを構成比でみれば、 2 5 年では、従事者で 1 5 ~ 2 9 
才層は 3 z 4 %を占めていたのが、 3 3 年では、 2 4. 8 %、また専従者では、
3 5. 3 %が 2 2. 3 ~もど、それぞれ大巾 K 減少している。とれを男子でみれば、
従事者では 3 z 8 ~もが 24.5% k 減少し、ど（ V'( 専従者 tてがいては、 3 4. 6 
9らが 1 8. 8 ~もど約半介 tて激減している。
とのように、両年度の対比 l'C ;J;~ いていえるとどは、①農業従事者が大巾K
減少したとど、②それは、どく K、農業専従者 tてないて著しいとど、③しか
も、男女別では、男子の減少がど＜ l'C箸るしいとど、③年令男lj V'( みれば、
1 5 ~ 2 9 才の最低年層 V'( :J:,~ いて、とく K著るしい減少をみせているとと、
しかも、との年令層でも男の方が激減しているととである。したがって、農
業従事者は、次第に男子工 b 女子の比重が大き〈念り、 3 0 才以下の背年層
の比重の激減K エり、成年層以上K重心が移りつつあるととである。との農
村人口の推移Kついては、一つ K は f 日本の資本主義は、その復活をもって
しても、農村 l'C 戦前よりもはるかK 多〈の過剰人口を推積してなかねば左ら
念いよう念状態K あ b 、しかもそれが急速に解消されるよう念気配は変った




主どして 1 5 2 9 才め最低年層K沿いてであり、と＜ ¥C 男子は驚くべき激
減をみせている ζ ど、をたいまでは、農村の従業者は男子よ b も女子の比重
が高〈念 b つつあるどいう実態を注視する必要がある。乙 D 現象は、戦後と












次に宮山県の兼業の問題にうつる。まず農家戸数の推移を第 4 6 表でみよ
う。 第 4 6. 表 農家戸数の推移
25年
27 
29 邸， 935 2ス 945
31 83,678 24, 195 
32 83,510 23.318 
83,312 22.752 60 560 3'8.112 22.4相 I 100. o 2<73 I 72.7 
ヲ長年！ 98.~ 60.8 129.0 ' 118.0. 1540 
宵山県統計課、良業基本調査 tとよる
I 』m・・
戸数総数では 2 5 年慕準で 3 3 年は実数で 1 0 6 6 戸、 比率では 1. 2 ~もの
減少にどど :t り、 とれは、農業従事者の大巾念減少ど比較するとき、
であるどいえる。 しかしとれを、 専業、 兼業の比率でみれば、 専業は





委主の推移をみれば、 専業は 2 5 年の 4 4. 3 9もから、 3 3 年の 2 z 3 9もと一貫
して減少してきている。 兼業では、 務 1 領、 務 2 種どもにその構成比が増加
しているが、 第 2 穫の増加の方が若干大きい。 との良家戸数 K かける専業
の一貫した減少、 兼業の一貫した増大傾向のをか陀、 農家が次第に兼業K 依‘
存！..：.，つつある婆がみられる。 とれはまた、 前の農家経済の分析にお・ける兼業
収入の増大と見合うもむである。
次； tて：とれを、 経営規模別 K みればどうか。
第 4 7 表 夜営規模別農家戸数






1 0.0 32.8 6Z 2 
(100.0) (38.5) (61.5) 
ヲる.0 100.0 6.0 94.0 
(100.0) (13.1) (8 る， 9)
100.3 100.0 9.3 90.7 
(1 00.0) (25.0) (7 5.0) 
98.5 100.0 7.8 l 92.2 
(1 00.0) (1 呪 3) I C8~：：） 
98.5 100.0 21.2 9 
(100.0) (43.0) (57.0) 
100.0 100.0 38.5 61.5 
(1 00.0) (58.0) (4 25) 
9 9,8 1 0 .0 5 1. 2 4 8. 8 
場1 00.0) (65.8) (34.2) 
94,0 100.0 60.8 39.2 
(1 00.0) (72.6) (2184) 
103,0 100.0. 71.7 2(33' 
(1 00.0.) (80.2) (1 呪 8）‘
構成比は 3 3年（ ) le 2 5 年分
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第 4 7 表κ よれば、、~｛ s：年では、 l平均で 5 5. 7 ~もの兼業率であるが、 とれを
階層別K みれば、 5 反来繍層の兼業率は 8-0: ,7 ~もで最大の比率を示し、 階層
の上昇K したがって兼業率が次第K 下 b 、 2 ～ 5 町層では 2 る. 4 o/o 、 5 町以
上層では、 役 8 ~もど減少している。 念会とれを 3 3 年にみれば平均で 7 2. 7
%の兼業率であ b 、 開局別にみれば、 5 反未満腐は 9 2 ~も K 、 2 ～ 5 町層で
は 2 6. 4 ~も、 5 町以上層では 2 8. 3 o/o ど念っている。す念わち、 階層別にみ
て、 下層では兼業農家の比率が圧倒的に高〈、 しかも 2 5 ~ 3 3 年の推移どf
して、 全体に兼業率が大巾 K増加している。 ζ れ争犠・ 1 種害者業ど矯 2 種兼業
5 反未満層でその比ホが最もの対比では、 次のどど〈である。 毎号 1 環では、
少な〈、 5 ~ 1. 5 町層で最高の比考古を示し、 次第 Kその比率が低下して、 最
上層では、 5 反以下に近い比率K 念っている。 とれ κ対して、 第2穫では、
5 反以下が圧倒的念比率を占め、 次の 5 反～ 1 町居では激減し、 t 町以上層
では第 2 轡兼業はほとんど念い、 どいった状態である。
それでは、 五L 業農家の兼業先の状況はどうか。 2 5 年から 3 3 年にかけて、
大巾念築業良家の増大ど、 兼業設家からの他産業への従業者人口の増大がみ
られたが、 彼等は安定した兼業先を見出しているであろうか。 第 4 8 表 K よ
れば、他産業従業者の総数は、 3 3 年で 9 8 千人であ b 、 2 5 年K 比較して
3 0 ＇もの増加である。産業別K みれば、 絶対数K 沿いて第 1 次産業は減少、
第 2 次、 第 5 次産業は増加の傾向を示してか b 、 ど＜~第 2 次産業の伸びが
大きい。 3 3 年度では、 第 1 次産業 1 0. 2 ~品、 第 2 次産業 48.2o/o 、 第 5 次
産業 4 1. 2 ~もど念っている。
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第 4 8 表 他産業従事者の産業別従業状況
第 1 次産業 第 2 次産業
農業 i林業狩鍬 水産漁業 計 鉱業 建設業 製造業
26 年 、科，tf. 7,516 2A64 11,546 693 13,914 15,38 
2 9 年 1,321 8,112 2;,92 11,825 821 22'iJ79 17,294 
3 2 年 2P39 色｛：＞78 1,798 10,514 775 23875 23.240 
3 3 ，窓 2~06 5702 1,762 10ρ70 849 24293 22578 
2.1 ~ら 9.9 3.2 152 I 0.9 18A 21.1 
存考
l fi党 2 9 年 1.5 9.1 27 13.3 0.9 25(> 1呪5
i 3 2 年 2.1 6β 1β 10.7 oa 243 23.7 
l一伶)1;;Eヒ 口! ＂年 26 58 1β 10之 08 248 ? 112八 82'2 702 1,63S 378 G>' 40 
構成比 0.3 ~も 22 1.8 43 ' 1.0 157 21.5 
ふ：ーーーー一従るー－事専p叩可者中氏占め 司。言葉 従者の割合 85 10.1 29.4 138 46D 258 4Z2 
窓 3 3 年（ 2 0 1 臼
':f I 
647 445 8J)86 16,392 976 ! 1.817 
:i,': i 以上従事者）
1β33 0.8 146 29.8 構 成 比 1.2 ーニ勿乙
従事者中K占め
11.4 55.4 18.1 525 332 725 J る王手従者の割合 よ
1. 宵山県続吉博史農業基本調査による。 2. 2 6 年、第 5 次産業、その他2473人ある。
構成比でみれば、 3 3 年度で、建設 2 2. 8 %、製造業 2 3 %、卸、小売
1 3. 5 %、公益事業呪 5 a;. 、サービス業 8. 9 %の II買に念っている。民業部門
が 2. 6 %の低率であるのは、寓山の設業雇用の少念さを示すものである。次
に他産業従事者のうち専従者〈設業K全〈従事し左い人〉は建設業では、 2 9
年度 V亡は、 2 5. 8 %であったが、 3 3 年では、 3 3 %と高〈念っている。
注、 ととで注意すべきは、 2 9年ど 3 3 年の比捜κ沿いて、 3 3 年の専従者は「 2 0 1 白




＂•叩． , r. ．占島．J • 
第 5 次産業
計
言十 卸売小売 金融 公益事調 サ－~，；；胡 公務 計
ー一一一一30,5S5 卸42 2082 7.129 7,027 6,991 33.7 oaけ 75fl19
41ρ94 10,889 8239 8,398 6,733 36.7 45汁 89,6剖
4初旬 13,588 2923 9,357 8,506 5.716 39,790 98,19 4 
47.720 13,221 2951 9,375 8,724 6iS20 40591 98,38 
一一一一一404 10.6 27 9.4 9.3 9.2 44.4 Hllε 
45.8 12.1 2J 守2 9A ZS 40.9 1 00.0 
48β 138 2手 虫5 8J 58 1 DOD 
48.6 135 26 9.5 8.9 6.7 100.0 
14,476 3,411 1,416 4β14 
38.2 9.0 38 128 145 100.0 
36D 31.4 5ZO 685 トネ24n3 5/3.95 2235 7,336 6,725 
452 10.7 40 133 122 1 OD.。
522 446 84.3 78.2 刀.0 56.1 
とのように臨時就労率の高い建設業 (I( :;I;＂＇いても、安定度が高〈念ってきてい
るのは注意すべきである。しかし、念念、 2 9 年 K は 4 人のうち 5 入、 5 事
年では 5 人のうち 2 人までが臨時就労で、不安定の度合の高さを示している。
製造業では 2 ’年では約 5 0 %、 3 3 年では 72.So/. ど上昇し、との部門の
建設業 K比しての安定度の高さを示している。第 5 次産業では、卸、小売業
では専従者の比率が 5 ～ 4 0 o/o で、大体、重量設業に近い不安定さを示してい
る。公益事業、サーピス業では、専従者の比率は 3 3 年度で 7 l ~ 7 8 %と
ど（ (I( 公務では P 五 5 a;. の最高 E与を示し、とれらは不安定念臨時的就労の極
めて少左いとど争物語っている。他産業合計では、等従考の比率睦 2 9 年目白
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4 2 ofo から、 3 3 年一 5 6 %ど上昇し、着実に安定震を増しているが、左が
兼業先の約半分が不安定左臨時雇用である点す忘れては走ら念い c
念会‘第 4 9 表は、兼業先の自営兼業ど被用どの区別では、 2 7 年ど 3 3 
年どを比較して、自営禁君主の伸びの大きいとどを示している。
















家 族 12.5 44 1 19. 0 
用 66,703' 71.727 
2 1.8 5 1 18,24 0 
2 3,1 7 1 2 5,8 4 2 26.2 11 2 
青山県統計詩、農業基本調査K よる
被用の方では、事務職員、技術職員、教員左どの安定した恭業では、 3 3 年
度は人数で 3 6 1 1 入、比ぷで l士、 1 6. 5 qもが減少し、逆に恒常的労働者で
1 2 %の増加す示している。ことで問題に在るのは、前掲の第 4 8 表ど 4 9 
表マト比唆した場合である。前者で id. 2 9 年ど 3 3 年どの対比で、他産業従
業者のうち、他産業専従者の比率は合計で 4 2. 1 %から 5 6. 1 %ど大巾 ire 上
昇してかり、不安定~務時雇用的就労の卒の低下争示している。そのとどは
前述のどど〈、建設業、製造業、倒・小売業、公訴事業、サービス業等争つ
うじていえるとどである。したがって、との 2 9 年ど 3 3 年どの対比からは、
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第 4 9 表で示されているよう念、’日曜重人夫、臨時雇の大巾左矯加と h うとど
では念〈、逆に兼業先の安定度の着実左上昇とそが特徴である。それでは、
第 4 9 表の目標、臨時醸の大巾念増加ピいうとど争、どう理解すベ者である
か。それは、第 4 8 表ど異って、第 .4 9 表では、 2 7 年ど・ 3 3 年が対比され
ているからであると考えられる。第 4 8 表では、 2 7 生存がでてい念いので、
断定でき念いが、 2 6 年ど 3 3 年と争比称すれば、第 4 9 表陀示されている
エう設とどが推測されうる。 2 6 年ど 3 3 年令比較すれば、目立って増加し
ているのは建設業（ 1 8. 4 %• 2 4. 8 私〉ど卸・小売業（ 10.6% → T 五 5
"lo ） であり、逆に減少しているのは公務（ 9. 2 %• 6. 7 % ）、サーピス業、
林業、漁業等である。つをり、不安定在日寝、瞬時震の多い建設業、卸・小
売業tてがいて目立った増加令示し、公務、サーピス業左どでは減少している
から、第 4 9 表のよう念結果のでるのは当然である。 （林業、漁業念どは、
その構成比率が小さいから、それほど影響 rt 念い） ζ れ考委するに、 2 6 年
どの対比K長いては、不安定念日雇、臨時雇念どの目立った増加をいいうる
が、 2 9 年以後 VL :to~ いては、そうはいえ念い。 2 9 年ど 3 3 年どの対比では、
産業部門別には、構成比でみて、第 1 次産業ど第 5 次産〆業の減少と第 2 次産
業の矯加であ b、第 2 次産業では、建設草案よりも、むしろ製造業での伸びが
大きい。しかも、両年度を比較して主要各産業では、それぞれ専従者の占め
る比率が増大しているから、兼業先の安定度の上昇をいいうる。とのよう K 、









次従業業農家の家族構成員別の兼業先は、 第 5 0 表のどと〈である。
第 5 家族構成員の他産業従事状況
世 務 主 あ
合計 第 1 兼 第 2 書長 他産業専従 合計
11, 7 (}8人 4,4 7 9 人i 4,6 7 9人 2,5,0 6,7 1 4 
自 営 兼 業 (3 五 4) (2 3.0) 
+ 白竜一
被 用 23.292 6,5 8 7 7,521 22,42 1 
(6 6.6) (7 7. 0) 
事務職員
6,434 209 2,3 91 3.834 技術職員、教員 6,3 89 
(18.4) (2 1. 9) 
て員、的店員、女工
恒常 賃金労働者 6, 1 3 1 56 9 ミ 1 5 1 2,41 1 7,5 9 7 
( 1 7.5) (2 6.0) 
臼薦人夫、臨時藤 7, 0 7 7 4,0 0 2. 2.26 0 5,31 0 
(20. 2) (1 8.3) 
季節出稼 者 3,6 50 1, 8 0 7 1,38 2 46 5 3, 12 5 
( 10.5) ( 1 0. 8) 
ー 噌~－，.， H 包帯齢ー 一一一一一一一
35,0 00 1 1,0 6 6 13,863 1 0,0 71 29,1 35 
(1 o o.o) (31. 凸） (3 呪 7) (28.7) (1 o.o) 
戸－－－一一一一一－_ L 一
世帯主で他産業K従事しているのは、 3 5 千人で、 全長是家の世帯主 8 3 千人
の 4 2 0もであり、 約半数近〈は他の産業 K従事しているととになる。 この他
産業従事者のうち 3 ＇子の 1κ 近い 28.7o/o の位持主は、 他産業専従者である。
あどつぎでは、他産業従事者は 2 9 千人であり、 そのうち 1 2 千人が専従者
である。 操業経営の基幹であるべき世帯主、 あとつぎが、 とのよう κ 多〈他
産業に従事し‘ 受た、 そのうち K 占める専従者の比率も高いというこどは、
.！~c:; 業の基礎自体が兼業によって支えられている ζ どす物語っている。
世特主の ftb 産業従事者のうちでは、 自営兼業 3 3.目 4 afo と念らんでも 日産。
続時雇が 2 0. 2 %と比較的高率であるとどが、 目立っている。 ？と fC.. 日麗・
簿時雇をたはき宣！？出稼者の場合‘ .－：？；事 κ 乙のよう老長家白経済的不安定と貧
,5 4 
ぐ昭和 3 3 年度〉
ど つ ぎ 将来家令はなれる者
第 1 兼 第 2兼 他産業専従 合計 第 1 兼 第 2兼 i 物産業専従
2,26 6 2,3 95 2.0 5 3 3, 1 3 8 4 44 806 1,888 
〈事 5.7)
4,461 7,5 20 10,440 16,761 1, 1 06 2,9 5 9 12,676 
(84.3) 
254 1, 8 21 4,3 1 4 3,4 20 80 446 2,8 9 4 
(17.2) 
491 2,7 5 2 4,3 5 4 食 2·33 286 1, 44 6 7. 5 0 1 
(4 6.5) 
2,350 1,81 3 1, 1 4 7 1.11 2 305 354 4 53 
( 5.6) 
1,366 1, 1 3 4 625 2,996 435 713 1,8 4 8 
( 1 5. O) 
ート，
6,7 2 7 9, 91 5 12,49 3 1 9,89 9 1, 55 0 3,76 5 14,5 8 4 
(23.1) (34.0) (42.9) (100.Q) (7. め ( 1 8. 9) (7 3.3]
--' ←ト戸...ー 一一一·－· ー·－ ｷ--－~－－晶..・一一』ーー.. _, ＿＿＿＿＿＿一一日 ~－·~－－－－－一四時ふ－－＇
務山県統計課、縫業基本調査K よる
国を推論ずるのは危険である。上述のごと〈、同じく日廃・臨時雇であって
も、第 2 車種兼業の場合では、大体、 5 反未満の民家が圧倒的K 多いから、第
2 種兼業で日雇・臨時鷹念ど、の農家は、ほほその経済の不安定を考えても差
支え~かろう。
あどつぎの他産業従業先では．恒常的賃労働者が 2 6 %で最上位、ついで




7 3. 3 %を占め、ぞれK 第 2 種兼業の 1 8. 9 %を加えれば、 9 2. 2 ~もど~り、
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次三男の就労のほとんどが、他の産業 K依拠しているととがわかる。ととで
は、 f亘常的労働者が 46.So/o と、とれ一つで半数近〈の比率を占め、 ~v亡、
日穂・時：時震は 5. 6 ~もの全〈の低~~である。職員層は 17.2% 、自営兼業
15.?o/o 、季節出稼者 1 5 %ど、総体どして安定した宍業先の比 ~s が高〈念
っている Q




兼業者の 2 8 %も占めるとど。 ζ れらの説家の経済Id 一応不安定ど芳えられ
るが、し 7うおしその際も、第.， ;f-種、第 2 穫、をた上層、下層争区別する必要が
あるこど。（心、他方、一応安定した恒常的賃労働者でも、零細企業、小商店
念どの場合は、劣悪念労働条件、低賃金によって、恒常的賃労働者の比叡の
増大、ナーをわち震用。労倒条件の安定どはいいがたい ζ ど、である c
以下、兼業先の主佐佐労帥報酬を検討しよう。
第 5 1 表 来 3演の単位労働報酬（品家 1 戸当平均収入額〉
29,236 74.01 7 85,403 
(340) (725) (810) (665) (527) 
50,585 38,303 36,118 153,569 
(438) (472) (695) (510)! (543) 
llT-1.5町内1 5 7 3 ,51 51 山2 16,977 99,070 
(1.400) (368) (284) (425) (394) (686) 
ー一平
町～ 2 町 482 31,5 4 1 1 5,81 5 j 2 4,6 8 2 7 2,5 2 0 
( 7 0) (3 7 0) (1 9 3) (4 00) (3 0 8) (7 0 1) 
町以上 2,2 96 11,6 3 3 一 13,599' 27.528 
(1.1 50) ( 41 5) 一 (35 0) (40 0) (8 21) 
調 2 5,4 3 5 37,491 39, 56 2 2 7.22 7 129,715 394偶 1 B) 
(82 0) (36 0) (46 5) (66 5) (496) (66 7) 291 依1 日）
1 段林省、農家経済調査‘ < 〉は 1 臼当り賃金
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第 5 1 表 K よれば、一日当り平均賃金では、自営兼業 8 2 0 円で農業の 1
日当 b 所得よ b も高いが、職員俸給 6 6 5 円は良業と同一水準であり．他の
給料 4 6 5 円、被用労賃 3 6 0 円は、農業よりも相当低い水準にある。つを
!? f占禁での 1 日当 b 所得は、被用者賃金どの比時では、最高の部類K 入り、
けっして ff; ＜左い。新 Vていえば、そのとどは、給料、被用労賓の｛鼠さきト物語
b 、それらの地方的格差ど就労先の空軍細性ども顎濯するものであろうが、そ
の点は深〈立入ら左い。しかし、長造業労働者・の賃金水準 l士、 3 9 4 円で最低
の部類に入！？ ..兼業基語家にどっては、軍事業以外に雇用先があれば、そちらを・
優先するとどに 1まろう。
．安売 1 日当 b の賃金を開層別 Vてみれば、給料者では、 5 反未満暦 l'L i.＇いて、
却って 7 ～ 8 0 0 円ど高賃金争どっているのは特徴である。 ζ れは．務家所



















全府県で t士、 -};'.t 業所得のみで家計賓チカパーできるのは景上！替の 2 町以上原
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